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1.本調査の目的・概要 

1-1.本調査の目的 

 我が国の経済社会構造が急速に変化する中、限られた資源を有効に活用し、国民により信頼

される行政を展開するためには、政策部局が、統計等を積極的に利用して、証拠に基づく政

策立案（ＥＢＰＭ：Evidence-based Policymaking）を推進する必要がある。ＥＢＰＭを政

府全体で推進するためには、政策の目的と手段の因果関係を明確にし、エビデンスに基づく

政策効果の把握・分析を行い、その過程で明らかになったエビデンスの活用手法や課題につ

いて各府省と共有し、次なるＥＢＰＭの実践につなげることが重要である。 

 総務省行政評価局では、平成 29 年 5 月に公表された統計改革推進会議最終取りまとめにお

いて、ＥＢＰＭのリーディングケースの提示を目指し、総務省（行政評価局）、関係府省及び

学識経験者による政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究を行うこととしている。 

 この実証的共同研究の一環として、総務省行政評価局は、環境省及び学識経験者（図表 1-1）

と協働して、環境分野における地域経済循環分析自動作成ツール（以下、「ツール」という。）

の普及啓発活動に関して調査研究を行った。 

 本研究では、環境省において、各地方公共団体が自らの地域における経済循環構造を分析し、

もって環境分野の政策立案に活用することを目的として開発されたツールが、どの程度、地

方公共団体に普及し、政策立案に活用されたかを把握するとともに、エビデンスに基づき、

地方公共団体への普及啓発活動の改善に向けて検討した。 

 なお、本調査の調査期間は令和元年 10 月 25 日から令和 2 年 3 月 31 日までである。 

 

図表 1-1 本調査に当たり意見交換を実施した学識経験者一覧 

氏名 所属 

大屋 雄裕 慶應義塾大学法学部教授 
小野 達也 鳥取大学地域学部教授 
亀井 善太郎 PHP 総研主席研究員 
南島 和久 新潟大学法学部教授 
深谷 健 武蔵野大学法学部准教授 

※ 五十音順、敬称略   
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1-2.本調査の概要 

（1）地域経済循環分析自動作成ツールの概要 

 第五次環境基本計画では、温室効果ガスの大幅削減などの「環境の課題」、少子高齢化・人口

減少への対応などの「社会の課題」、地域経済の活性化などの「経済の課題」が相互に連関・

複雑化しており、環境・経済・社会の統合的向上の必要性が指摘されている。この必要性を

踏まえ、当該計画の基本的方向性として、各地域が自立・分散型の社会を形成し、各地域の

特性に応じ資源等を相互に補完し支え合う「地域循環共生圏」の創造が目指されている。 

 環境省では、この目標を達成するため、地域循環共生圏の取組のモデル事業や、各地域の取

組・人材等を紹介するポータルサイトの開設、再生可能エネルギー導入の補助金等、様々な

政策メニューを展開している。これらの政策メニューの一つとして、環境政策を通じた地域

の経済的・社会的な課題解決を図る観点から、地方公共団体等における政策立案等の支援を

目的として地域の経済循環構造を把握するツール（図表 1-2）を開発し、2017 年 7 月からウ

ェブサイト上で提供している。 

 

図表 1-2 地域経済循環分析自動作成ツールから出力した資料のイメージ 
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（2）本調査の概要 

① EBPMの視点に基づく地域経済循環分析自動作成ツールの普及啓発活動の検証 

 本調査の対象であるツールの目的－手段関係について、ロジックモデルを用いて整理すると

図表 1-3 のようになる。最終アウトカムである「各地域における環境・経済・社会の統合的

向上の実現」に向けて、地方公共団体をはじめとする各主体における環境・経済・社会の統

合的取組が深化し、各地域における循環構造が構築されるために、地方公共団体がツールを

活用して地域経済循環分析を行い、その結果に基づき環境施策を立案・実施することを意図

している。 

 本研究では、ロジックモデルで示した目的－手段関係のどこにツールの普及に関する課題が

あるのかを後述する各種調査をもとに検討した。 

 

図表 1-3 地域経済循環分析自動作成ツールのロジックモデル 
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② 地域経済循環分析自動作成ツールの現状についての想定 

 地方公共団体では「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、「地方公共団体実行計画」

の策定が義務付けられているが、地方公共団体の実行計画では、役所における LED ライト

の導入等による省エネや環境負荷の少ない商品の購入の取組推進等が多く、新たな省エネル

ギー産業の創出等による域内経済循環の拡大・高度化などが目指されている事例は少ないと

思われる。一方で、域内経済循環の拡大・高度化については人口ビジョンの策定やまち・ひ

と・しごと総合戦略の推進等の地方創生を担う企画部局や、地域産業の振興や中心市街地の

活性化等を担う産業部局が担っている場合が多いと考えられる。 

 以上のことから、地方公共団体の環境部局では環境・経済・社会の統合的発展や、施策立案

時に域内経済循環を考慮することの必要性・重要性が十分に認識されていないために、ツー

ルの活用を必要としていない可能性が想定される。また、環境省が地方公共団体を対象に実

施する「地方公共団体実行計画に関する説明会」の参加者は環境部局が中心であり、また必

ずしも全ての地方公共団体が参加している訳ではないため、企画部局、産業部局及び環境部

局のうち説明会への不参加団体がツールの存在自体を知らない可能性が考えられる。さらに、

「地方公共団体実行計画に関する説明会」の主目的は地方公共団体実行計画の策定にあり、

短時間でのツールの紹介だけでは、地方公共団体がツールの具体的な活用場面・活用方法を

理解できていないためにツールを活用できていない可能性も考えられる。 

 本調査では、地方公共団体がツールを活用するまでの流れとして、地方公共団体が域内経済

循環を考慮することの必要性を認識し、ツールの存在を知り、ツールの活用方法を理解した

うえでツールを活用するという一連の流れを図表 1-4のように想定し、調査を進めた。 

 

図表 1-4 地域経済循環分析自動作成ツールの現状についての想定 

 
  

ツールの
認知度不足 • 地方公共団体がツールの存在を知らない。

域内経済循環の
必要性・重要性の

認識不足
• 地方公共団体（特に環境部局）において、環境・経済・社会の統合的発展や、施策立案時に域
内経済循環を考慮することの必要性・重要性が十分に認識されていない。

ツールの
理解不足

• 地方公共団体がツールの具体的な活用場面・活用方法を理解していないため、ツールを活用していな
い。

組織として
ツールを活用でき
る体制でない

• 地方公共団体が環境・経済・社会の統合的発展や域内経済循環の重要性を認識していても、財政的・人的問題などを背
景として、ツールを活用できていない。

ツールを
「知らない」

ツールが
「分からない」

ツールは
「必要ない」

調査対象の分類 地方公共団体におけるツールの現状（想定）

ツール自体が
活用できない • ツールが地方公共団体にとって必要な機能を有していない。
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③ 本調査の構成 

 地方公共団体におけるツールの認知・ダウンロード・活用状況の実態等を明らかにするとと

もに、ツールの普及啓発活動の改善について検討するため、前頁で示したツールの現状につ

いての想定を踏まえ、図表 1-5の 4種類の調査を実施した。 

 

図表 1-5 調査の全体像 

 
 

  

項目 事前調査 調査ア 調査イ 調査ウ

調査の
位置づけ

• 地方公共団体におけるツー
ルの認知・ダウンロード・活
用状況の実態等の把握

• 地方公共団体におけるツー
ルの認知・ダウンロード・活
用状況の傾向の分析

• 調査イ・ウの調査対象の選
定への活用

• 地方公共団体がツールの
具体的な活用場面・活用
方法を理解できれば、ツー
ルをダウンロードするのかを
検証するため、環境省が実
施する「令和元年度地方
公共団体実行計画に関す
る説明会」におけるツールの
説明方法の違いがダウン
ロードに与える影響について
分析

• 地方公共団体がツールの
具体的な活用場面・活用
方法を理解できれば、ツー
ルをダウンロードするのか、ま
た、申請可能な支援事業
等の情報があれば、ツール
をダウンロードするのかを検
証するため、調査アの説明
会に不参加でかつツールを
ダウンロードしていない地方
公共団体を対象に、メール
送信による広報方法の違い
がダウンロードに与える影響
について分析

• ツールを活用している地方
公共団体がどのようにツール
を活用しているのか、また活
用するうえでの課題について
把握

• ツールを認知していてダウン
ロードしていない地方公共
団体がなぜツールをダウン
ロードしないのかについて把
握

• ツールをダウンロードしている
ものの活用していない地方
公共団体がなぜツールを活
用しないのかについて把握

調査手法

• 環境省が保有する地方公
共団体リストをもとに、環境
部局、企画部局、産業部
局を調査対象として、WEB
アンケートの実施

• 全国7ブロックの説明会を2
グループに分け、ツールの説
明資料に違いを設けて資料
配布・説明

• 一定期間後に、WEBアン
ケートによる当該説明方法
の効果を検証

• 添付する説明資料に違い
を設け、環境省よりメール送
信

• 一定期間後に、WEBアン
ケートによる当該紹介方法
の効果を検証

• ツールを活用している地方
公共団体、ツールを認知し
ていてダウンロードしていない
地方公共団体、ツールをダ
ウンロードしているものの活
用していない地方公共団
体に対して訪問ヒアリング又
は電話ヒアリングを実施
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2.事前調査 

2-1.事前調査の実施方法 

（1）調査の実施方法 

 地方公共団体におけるツールの認知・ダウンロード・活用状況の実態等を把握するとともに、

ツールの認知・ダウンロード・活用にはどのような傾向がみられるのかを分析するため、環

境省が保有する地方公共団体リストをもとにアンケートを実施した。調査の実施方法は図表

2-1 に示すとおりである。 

 

図表 2-1 調査の実施方法 

調査対象 
環境省が保有する地方公共団体リスト 1,529件 
環境部局より企画部局、産業部局への展開を依頼 

調査方法 WEB アンケート 
調査期間 2019年 11月 26日～12月 6日 

回収数（回収率） 

環境部局︓759s（59.6％） 
企画部局︓254s（16.6％） 
産業部局︓255s（16.7％） 
その他︓5s 

主な調査項目 

■ツールの認知状況 
・ 認知状況 
・ 情報入手元 
・ 他部局への紹介状況 
■ツールのダウンロード状況 
・ ダウンロードの目的 
・ ダウンロードの際の課題 
■ツールの活用状況 
・ 活用の程度 
・ 活用場面 
・ 活用する際の課題 
・ 活用できていない理由 
■属性情報等 
・ 直近 3 か年における新規事業の実施状況 
・ 域内経済循環の重視状況 
・ 域内経済循環を促す事業の企画又は実施状況 
・ 地域循環共生圏の実現に向けた取組状況 
・ 部局間連携の状況 
・ RESAS の認知状況 
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（2）回答団体の属性 

 回答団体を人口規模別にみると図表 2-2のとおりである。 

 全地方公共団体の構成と比較すると、アンケートに回答した地方公共団体は人口が 5 万人以

上の地方公共団体が占める割合が高く、人口規模の大きな地方公共団体ほどアンケートに回

答している傾向がある。 

 環境部局は人口 3 万人以上の団体の回答割合が全地方公共団体の構成を上回っている一方

で、企画部局・産業部局は人口 5 万人以上の団体の回答割合が全地方公共団体の構成を上回

っており、企画部局・産業部局の方が人口規模の大きな地方公共団体が回答している傾向が

みられる。 

図表 2-2 回答団体の属性 

 
 

  

環
境
部
局

企
画
部
局

産
業
部
局

そ
の
他

759 254 255 5 1741
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1万人未満 142 45 42 4 512
18.7 17.7 16.5 80.0 29.4

1～3万人未満 176 47 47 0 442
23.2 18.5 18.4 0.0 25.4

3～5万人未満 119 31 31 1 243
15.7 12.2 12.2 20.0 14.0

5～10万人未満 141 53 65 0 262
18.6 20.9 25.5 0.0 15.0

10～20万人未満 89 36 34 0 153
11.7 14.2 13.3 0.0 8.8

20～50万人未満 66 29 25 0 94
8.7 11.4 9.8 0.0 5.4

50万人以上 26 13 11 0 35
3.4 5.1 4.3 0.0 2.0

（上段:n、下段:％)※以降の表も同様

全体

人口規模

回答団体 全
地
方
公
共
団
体

の
構
成
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2-2.事前調査の結果 

（1）ツールの認知・ダウンロード・活用状況の概要 

 ツールの認知状況についてみると、環境部局 26.6％、企画部局 27.6％、産業部局 14.9％と

いう結果となり、認知度が最も高い企画部局でも認知度は 4 分の 1 程度であり、地方公共団

体においてツールはあまり認知されていない状況にある（図表 2-3）。 

 ツールのダウンロード状況についてみると、環境部局 10.1％、企画部局 10.6％、産業部局

5.1％という結果となり、いずれの部局においても認知している団体のうちツールをダウン

ロードしている団体は約 4 割にとどまる（図表 2-4）。 

 ツールの活用状況※についてみると、活用している団体は、環境部局 3.3％、企画部局 6.3％、

産業部局 3.1％という結果となり、活用している団体はいずれの部局も非常に少ない状況で

ある（図表 2-5）。 
※地域の現状分析や課題把握、施策立案、予算要求資料の作成などに活用した場合を意味しており、資料を出力しただけなどは含ん

でいない。 

図表 2-3 ツールの認知状況 

 
図表 2-4 ツールのダウンロード状況 

 
図表 2-5 ツールの活用状況 
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（2）ツールの認知状況の分析 

① ツールの認知状況 

 ツールの認知状況についてみると、環境部局 26.6％、企画部局 27.6％、産業部局 14.9％と

いう結果となり、認知度が最も高い企画部局でも認知度は 4 分の 1 程度であり、地方公共団

体においてツールはあまり認知されていない状況にある（図表 2-6）。 

 

図表 2-6 ツールの認知状況（再掲） 

 
 

② ツールを認知している団体（312団体） 

ア）ツール認知の情報経路 

 ツールをどのように認知したかについて調査したところ、環境部局では「環境省からの案内」

（81.7％）が最も多く、次いで「その他」（12.4％）が多かった。また、企画部局では「RESAS

（地域経済分析システム）」（55.7％）を通じての認知が最も多く、次いで「環境省からの案

内」（20.0％）が多く、産業部局では「RESAS（地域経済分析システム）」（55.3％）が最も

多く、次いで「庁内の他課（室）からの紹介」（21.1％）が多い結果となった（図表 2-7）。 

 また、「環境省からの案内」と回答した団体に対して、環境省からの案内の媒体等について調

査したところ、環境部局では「地方公共団体実行計画に関する説明会」（57.0％）が最も多く、

次いで「環境省のホームページ」（27.3％）が多かった。企画部局及び産業部局では「環境省

のホームページ」の回答がそれぞれ 64.3％、66.7％と最も多かった（図表 2-8）。 

 以上のことから、ツールの認知について、環境部局では「環境省からの案内」特に「地方公

共団体実行計画に関する説明会」による認知が多く、企画部局や産業部局では「RESAS（地

域経済分析システム）」や「環境省のホームページ」を通じて認知している状況がうかがえる。 
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図表 2-7 ツール認知の情報経路 

 
 

図表 2-8 環境省からの案内の媒体等 

 

 

 部局別の特性について、「域内経済循環の重視」及び「域内経済循環を促す事業の企画又は実

施」の状況を分析したところ、企画部局・産業部局は環境部局に比べて域内経済循環を重視

し（図表 2-9）、域内経済循環を促す事業を企画又は実施している傾向がみられる（図表 2-

10）。 
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図表 2-9 域内経済循環の重視（部局別） 

 

 

図表 2-10 域内経済循環を促す事業の企画又は実施（部局別） 

 

 

イ）他部局へのツールの紹介 

 他部局へのツールの紹介について調査したところ、「紹介した」と回答した団体は、環境部局

16.3％、企画部局 18.6％、産業部局 15.8％という結果となり、他部局へのツールの紹介はい

ずれの部局も 2 割未満となっている（図表 2-11）。 

 また、どの部局へ紹介したかについて調査したところ、環境部局は「企画部局」（69.7％）、

企画部局は「産業部局」（69.2％）、産業部局は「企画部局」（100.0％）が最も多い結果とな

った（図表 2-12）。 
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図表 2-11 他部局へのツールの紹介 

 

 

図表 2-12 紹介した部局 

 

 

③ ツールの認知状況の詳細分析 

 以下、環境部局のツールの認知状況について分析した。まず、人口規模別にみると、人口規

模が大きいほど認知している傾向がみられ、人口 5 万人以上の団体の認知度は 5 万人未満の

団体と比べて有意に高い（p<0.01)（図表 2-13）。 

 地方公共団体の区分別にみると、指定都市、中核市、施行時特例市の認知度が高い（図表 2-

14）。 

 経常収支比率別にみると、経常収支比率が 80 以上の団体の認知度は 80 未満の団体と比べて

13.5 ポイント高いものの、有意差はみられない（p>0.05）。なお、回答団体の 93.4％が経常

収支比率80％以上となっており、多くの地方公共団体が厳しい財政状況にある（図表2-15）。 

 直近 3 か年における新規施策の実施別にみると、新規施策を実施している団体の認知度は実

施していない団体に比べて 14.3 ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)（図表 2-16）。 

 域内経済循環の重視別にみると、域内経済循環を「重視している」団体の認知度は全体平均

と比べて 14.2 ポイント高く、「重視している」「やや重視している」と回答した団体の認知度

は「あまり重視していない」「重視していない」と回答した団体と比べて有意に高い（p<0.01) 

（図表 2-17）。人口規模別にみると、人口規模が大きな団体ほど域内経済循環を重視してい
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る傾向がみられる（図表 2-17-1）。 

 域内経済循環を促す事業の企画・実施別にみると、「企画又は実施している」団体の認知度は

「企画又は実施していない」団体と比べて 19.2 ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)

（図表 2-18）。 

 地域循環共生圏の取組別にみると、「実施している」団体の認知度は「実施していない」団体

と比べて 29.3 ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)（図表 2-19）。 

 RESAS の認知状況別にみると、「知っている」団体の認知度は「知らない」団体と比べて 46.4

ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)（図表 2-20）。 

 部局間連携の状況別にみると、「連携して施策を検討している」、「連携して施策を実施してい

る」と回答した団体の認知度は全体平均と比べてそれぞれ 6.3 ポイント、6.7 ポイント高い。

「連携している」（「普段から情報共有をしている」「連携して施策を検討している」「連携し

て施策を実施している」）と回答した団体と「連携していない」と回答した団体の認知度に有

意差はみられなかった（p<0.05)（図表 2-21）。 

 以上の分析を踏まえると、人口規模が大きい団体（5 万人以上）、直近 3 か年における新規施

策を実施している団体、域内経済循環を重視している団体、域内経済循環を促す事業を企画・

実施している団体、地域循環共生圏の取組を実施している団体、RESAS を認知している団

体は、ツールを認知している傾向がみられる。 

 

図表 2-13 人口規模と認知状況 
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図表 2-14 地方公共団体の区分と認知状況 

 
 

図表 2-15 経常収支比率と認知状況 

 
 

図表 2-16 直近 3か年における新規施策の実施と認知状況 
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図表 2-17 域内経済循環の重視と認知状況 

 
 

図表 2-17-1 人口規模と域内経済循環の重視状況の相関 

 

 

図表 2-18 域内経済循環を促す事業の企画・実施と認知状況 
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図表 2-19 地域循環共生圏の取組と認知状況 

 
 

図表 2-20 RESASの認知とツールの認知状況 

 
 

図表 2-21 部局間連携と認知状況 

 
 

（3）ツールのダウンロード状況の分析 

① ツールのダウンロード状況 

 ツールのダウンロード状況についてみると、環境部局 10.1％、企画部局 10.6％、産業部局

5.1％という結果となり、いずれの部局においても認知している団体（図表 2-6）のうちツー

ルをダウンロードしている団体は約 4 割にとどまる（図表 2-22）。 
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図表 2-22 ツールのダウンロード状況（再掲） 

 
 

② ツールをダウンロードしている団体（117団体） 

ア）ツールをダウンロードした目的 

 ツールをダウンロードした団体のツールをダウンロードの目的を調査したところ、環境部局

では「地域の現状分析や課題把握」（54.5％）、「具体的な目的はないが、とりあえずダウンロ

ードした」（39.0％）、企画部局では「地域の現状分析や課題把握」（66.7％）、「施策立案」

（33.3％）、産業部局では「地域の現状分析や課題把握」（92.3％）、「施策立案」（46.2％）の

順に多かった。（図表 2-23）。 

 

図表 2-23 ツールをダウンロードした目的 

  

 

イ）ツールをダウンロードする際の課題 

 ツールをダウンロードした団体のツールをダウンロードする際の課題を調査したところ、課

題が「ある」と回答した団体は、環境部局 19.5％、企画部局 40.7％、産業部局 23.1％という

結果となった（図表 2-24）。課題の内容としては、すべての部局でセキュリティ上の課題が

挙げられた。また環境部局、企画部局では動作不良や処理時間の長さの課題も挙げられた（図

表 2-25）。 

 

10.1

10.6

5.1

89.9

89.4

94.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

環境部局
（n=759）

企画部局
（n=254）

産業部局
（n=255）

ダウンロードしている ダウンロードしていない

ｎ

地
域
の
現
状
分
析
や

課
題
把
握

施
策
立
案

補
助
金
等
の
申
請

具
体
的
な
目
的
は
な

い
が
、
と
り
あ
え
ず

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
た

そ
の
他

117 72 27 10 35 5
100.0 61.5 23.1 8.5 29.9 4.3

環境部局 77 42 12 9 30 2
100.0 54.5 15.6 11.7 39.0 2.6

企画部局 27 18 9 1 5 2
100.0 66.7 33.3 3.7 18.5 7.4

産業部局 13 12 6 0 0 1
100.0 92.3 46.2 0.0 0.0 7.7

その他 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全体

部門
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図表 2-24 ツールをダウンロードする際の課題 

  
 

図表 2-25 ツールをダウンロードする際の課題（自由記述・主な意見） 

＜環境部局＞ 
・ セキュリティの関係でダウンロードできるパソコンが限られている（6 件） 
・ セキュリティ上、自動作成ツールを起動できない（2 件） 
・ パソコンにパワーポイントやエクセルがインストールされていないためツールが機能しない

（2 件） 
・ マニュアルの確認が不十分だと、パワーポイント作成中に停止してしまう 
・ 動作不良 
・ データサイズが大きくダウンロードに時間がかかった 
・ 一部の項目が反映されていない 
・ 処理時の設定の際に『未入力』があったらエラー画面を出してほしい 
 
＜企画部局＞ 
・ セキュリティの関係でダウンロードできるパソコンが限られている 
・ 実行形式のデータはセキュリティポリシー上好ましくない 
・ ファイルがうまく作成されない 
・ ローカルでの処理時間が非常に長い。（3 件） 
・ サイズが大きすぎる。50MB 以内にしてほしい。 
 
＜産業部局＞ 
・ セキュリティ上、システムが作動しない 

・ セキュリティの関係で、圧縮ファイルを開くと他形式に変換される 

 

③ ツールをダウンロードしていない団体（195団体） 

ア）ツールをダウンロードしていない理由 

 ツールをダウンロードしていない団体のツールをダウンロードしていない理由を調査した

ところ、環境部局では「今のところ、活用する目的がない」（57.6％）、「活用する時間がない」

（22.4％）及び「システム上ダウンロードが容易でない」（22.4％）、企画部局では「RESAS

で足りている」（37.2％）、「今のところ、活用する目的がない」（32.6％）、産業部局では「今

のところ、活用する目的がない」（44.0％）、「システム上ダウンロードが容易でない」（40.0％）

ｎ

あ
る

な
い

117 29 88
100.0 24.8 75.2

環境部局 77 15 62
100.0 19.5 80.5

企画部局 27 11 16
100.0 40.7 59.3

産業部局 13 3 10
100.0 23.1 76.9

その他 0 0 0
0.0 0.0 0.0

全体

部門



-19- 

の順に多かった。（図表 2-26）。 

 

図表 2-26 ツールをダウンロードしていない理由 

 

 

イ）ツールを活用できると思う部局 

 ツールをダウンロードしていない団体にツールを活用できると思う部局をたずねたところ、

環境部局では「企画部局」（69.6％）、企画部局では「産業部局」（79.1％）、産業部局では「企

画部局」（76.0％）の回答が多かった（図表 2-27）。 

 

図表 2-27 ツールを活用できると思う部局 

  
 

ウ）ツールを活用するために必要な支援策等 

 ツールをダウンロードしていない団体にツールを活用するために必要な支援策等をたずね

たところ、すべての部局でツール活用に向けた説明会等の開催の意見が挙げられた。また、

企画部局や産業部局ではデータの更新に関する意見や RESAS と一体の研修会等を開催して

ほしいという意見もあった（図表 2-28）。 
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195 97 36 3 41 45 24 16
100.0 49.7 18.5 1.5 21.0 23.1 12.3 8.2

環境部局 125 72 20 1 28 28 2 11
100.0 57.6 16.0 0.8 22.4 22.4 1.6 8.8

企画部局 43 14 11 1 10 6 16 5
100.0 32.6 25.6 2.3 23.3 14.0 37.2 11.6

産業部局 25 11 5 0 2 10 6 0
100.0 44.0 20.0 0.0 8.0 40.0 24.0 0.0

その他 2 0 0 1 1 1 0 0
100.0 0.0 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0
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195 110 137 124 15 10
100.0 56.4 70.3 63.6 7.7 5.1

環境部局 125 76 87 72 9 7
100.0 60.8 69.6 57.6 7.2 5.6

企画部局 43 22 31 34 4 1
100.0 51.2 72.1 79.1 9.3 2.3

産業部局 25 12 19 18 1 1
100.0 48.0 76.0 72.0 4.0 4.0

その他 2 0 0 0 1 1
100.0 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0

全体

部門
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図表 2-28 ツールを活用するために必要な支援策等（自由記述・主な意見） 

＜環境部局＞ 
・ 具体的な活用例、メリットなどの提示（14 件） 
・ 事例紹介や使用方法の説明会やセミナーの開催（8 件） 
・ システム操作などのマニュアルの提示（5 件） 
・ 各地方公共団体への訪問支援（3 件） 
・ 域内経済循環の向上を支援する補助金等 
 
＜企画部局＞ 
・ ワークショップや説明会の開催 
・ RESAS と一体の研修会等の開催 
・ 使用マニュアルや活用事例集の整備 
・ 最新データへの更新（2 件） 
・ 操作説明 DVD の配布 
・ RESAS のようにインターネット上で作成・出力が完結できると使いやすい 
 
＜産業部局＞ 
・ 活用方法や施策立案に関する説明会や勉強会の開催（3 件） 
・ 地方公共団体への出前講座（2 件） 
・ 最新データへの更新 
・ ダウンロードが容易にできるようにする（2 件） 

 

④ ツールのダウンロード状況の詳細分析 

 以下、環境部局のツールのダウンロード状況について分析した。なお、ダウンロード率の差

の検定の際には、ツールを「知らない」と回答した団体（961 団体）をツールを「ダウンロ

ードしていない」に含めて検定した。まず、人口規模別にみると、人口規模が大きいほどダ

ウンロードしている傾向がみられ、人口 5 万人以上の団体のダウンロード率は 5 万人未満の

団体と比べて有意に高い（p<0.01)（図表 2-29）。 

 地方公共団体の区分別にみると、指定都市のダウンロード率が全体平均と比べて 17.5 ポイ

ント高い（図表 2-30）。 

 経常収支比率別にみると、経常収支比率 80 以上の団体のダウンロード率は 80 未満の団体に

比べて 9.9 ポイント高いものの、有意差はみられない（p>0.05）。なお、回答団体の 96.5％

が経常収支比率 80％以上となっており、多くの地方公共団体が厳しい財政状況にある（図表

2-31）。 

 直近 3 か年における新規施策の実施別にみると、新規施策を実施している団体のダウンロー

ド率は実施していない団体に比べて 7.7 ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)（図表 2-

32）。 

 域内経済循環の重視別にみると、「重視している」「やや重視している」と回答した団体のダ

ウンロード率は「あまり重視していない」「重視していない」と回答した団体と比べて有意に
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高い（p<0.05)（図表 2-33）。域内経済循環を重視しているもののツールを「ダウンロードし

ていない」と回答した団体のツールをダウンロードしていない理由をみると、「今のところ、

活用する目的がない」の回答が多い（図表 2-33-1）。 

 域内経済循環を促す事業の企画・実施別にみると、「企画又は実施している」団体のダウンロ

ード率は「企画又は実施していない」団体と比べて 17.9 ポイント高く、有意差がみられる

（p<0.01)（図表 2-34）。 

 地域循環共生圏の取組別にみると、「実施している」団体のダウンロード率は「実施していな

い」団体と比べて 15.9 ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)（図表 2-35）。 

 RESAS の認知状況別にみると、「知っている」団体のダウンロード率は「知らない」団体と

比べて 10.8 ポイント高く、有意差がみられる（p<0.01)（図表 2-36）。 

 部局間連携の状況別にみると、「連携して施策を検討している」と回答した団体のダウンロー

ド率は全体平均と比べて 13.7 ポイント高い。「連携している」（「普段から情報共有をしてい

る」「連携して施策を検討している」「連携して施策を実施している」）と回答した団体と「連

携していない」と回答した団体のダウンロード率に有意差はみられなかった（p>0.05)（図表

2-37）。 

 以上の分析を踏まえると、人口規模が大きい団体（5 万人以上）、直近 3 か年における新規施

策を実施している団体、域内経済循環を重視している団体、域内経済循環を促す事業を企画・

実施している団体、地域循環共生圏の取組を実施している団体、RESAS を認知している団

体は、ツールをダウンロードしている傾向がみられる。 

 

図表 2-29 人口規模とダウンロード状況 

 

※ツールを「知らない」と回答した団体を含まない（以降のダウンロード状況に関するクロス集計も同様） 
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202 77 125
100.0 38.1 61.9

1万人未満 8 2 6
100.0 25.0 75.0

1～3万人未満 21 6 15
100.0 28.6 71.4

3～5万人未満 31 8 23
100.0 25.8 74.2

5～10万人未満 41 19 22
100.0 46.3 53.7

10～20万人未満 39 18 21
100.0 46.2 53.8

20～50万人未満 45 15 30
100.0 33.3 66.7

50万人以上 17 9 8
100.0 52.9 47.1

環境部局

人口規模
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図表 2-30 地方公共団体の区分とダウンロード状況 

 

 

図表 2-31 経常収支比率とダウンロード状況 

 

 

図表 2-32 直近 3か年における新規施策の実施とダウンロード状況 
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図表 2-33 域内経済循環の重視とダウンロード状況 

 

 

図表 2-33-1 「ダウンロードしていない」と回答した団体における 

域内経済循環の重視とダウンロードしていない理由の相関 

 

 

図表 2-34 域内経済循環を促す事業の企画・実施とダウンロード状況 
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図表 2-35 地域循環共生圏の取組とダウンロード状況 

 

 

図表 2-36 RESASの認知状況とダウンロード状況 

 

 

図表 2-37 部局間連携の状況とダウンロード状況 
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（4）ツールの活用状況の分析 

① ツールの活用状況 

 ツールの活用状況についてみると、活用している団体は、環境部局 3.3％、企画部局 6.3％、

産業部局 3.1％という結果となり、活用している団体はいずれの部局も非常に少ない状況で

ある（図表 2-38）。 

 

図表 2-38 ツールの活用状況（再掲） 

 
 

② ツールを活用している団体（87団体） 

ア）ツールを活用している職級 

 ツールを活用している団体のツールを活用している職級を調査したところ、環境部局では

「主任級職員」（44.4％）、「主事級職員」（38.9％）、企画部局では「係長級職員」（65.2％）、

「主任級職員」及び「主事級職員」（39.1％）、産業部局では「係長級職員」（80.0％）、「課長

級職員」（60.0％）の順に多かった（図表 2-39）。 

 

図表 2-39 ツールを活用している職級 
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イ）ツールの利用程度 

 ツールの利用程度について調査したところ、環境部局では「ダウンロードしたものの、利用

できていない」（29.9％）、「出力した資料を課内で供覧した」（28.6％）、企画部局では「出力

した資料を課内で供覧した」（37.0％）、「出力した資料を見たことがある者がいる」（29.6％）、

産業部局では「出力した資料を課の業務に用いた」（30.8％）、「出力した資料を見たことがあ

る者がいる」及び「出力した資料を課内で供覧した」、「ダウンロードしたものの、利用でき

ていない」（23.1％）の順に多かった（図表 2-40）。 

 環境部局のうち、域内経済循環を重視していない・あまり重視していない団体では、ツール

を「ダウンロードしたものの、利用できていない」と回答した割合が 35.0％（14 団体）であ

る一方、域内経済循環を重視している団体は 24.3％（9 団体）と、域内経済循環を重視して

いない団体が、ツールを利用できていない割合が高かった（図表 2-41）。 

 

図表 2-40 ツールの利用程度 

 

 

図表 2-41 域内経済循環の重視とツールの利用程度（環境部局） 
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100.0 26.0 28.6 11.7 3.9 29.9

重視している 12 5 3 2 0 2
100.0 41.7 25.0 16.7 0.0 16.7
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100.0 28.0 20.0 12.0 12.0 28.0

あまり重視していない 33 5 14 4 0 10
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環境部局
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ウ）ツールを活用している場面 

 ツールを活用している団体のツールを活用している場面を調査したところ、「利用しただけ

で、業務への活用は行っていない」（38 団体）を除くと環境・企画・産業部局の全てにおい

て「地域の現状分析や課題の把握」に活用している場合がそれぞれ 76.0％、87.5％、100.0％

で最も多くなっており、「施策立案」は環境部局で 20.0％、企画部局で 18.8％、産業部局で

37.5％となっている。なお、環境部局では「補助金等の申請」が 36.0％と多くなっている特

徴がある。（図表 2-42）。 

 

図表 2-42 ツールを活用している場面 

  
 

エ）活用した出力資料の箇所 

 ツールを活用している団体に活用した出力資料の箇所をたずねたところ、環境部局では「地

域のエネルギー消費」（72.2％）、「地域の経済」（46.3％）、企画部局では「地域の所得循環構

造」（73.9％）、「地域の概況」（69.6％）、産業部局では「地域の経済」（100.0％）、「地域の所

得循環構造」（80.0％）の順に多かった。（図表 2-43）。 

 

図表 2-43 活用した出力資料の箇所 
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100.0 87.5 18.8 0.0 12.5 0.0 6.3 12.5
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87 59 50 49 35
100.0 67.8 57.5 56.3 40.2

環境部局 54 34 25 39 15
100.0 63.0 46.3 72.2 27.8

企画部局 23 17 15 8 16
100.0 73.9 65.2 34.8 69.6

産業部局 10 8 10 2 4
100.0 80.0 100.0 20.0 40.0
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オ）ツールを活用する際の有識者または関係団体の支援の有無 

 ツールを活用している団体にツールを活用する際の有識者または関係団体の支援の有無を

たずねたところ、いずれの部局も「受けた」と回答した団体は 10％以下であった。（図表 2-

44）。 

 

図表 2-44 ツールを活用する際の有識者または関係団体の支援の有無 

  

 

カ）ツールを活用する際の課題 

 ツールを活用している団体のツールを活用する際の課題を調査したところ、環境部局では

「課題はない」（46.3％）、「出力した資料を見ても具体的な施策が立案できない」（27.8％）、

企画部局では「課題はない」（56.5％）、「出力した資料を見ても具体的な施策が立案できない」

（26.1％）、産業部局では「課題はない」（50.0％）、「出力した資料の数値を見ても、具体的

な課題が何なのか特定できない」（40.0％）の順に多かった。いずれの部局もツールを利用す

る際の「課題はない」という回答が多くなっている（図表 2-45）。 
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87 5 82
100.0 5.7 94.3

環境部局 54 2 52
100.0 3.7 96.3

企画部局 23 2 21
100.0 8.7 91.3

産業部局 10 1 9
100.0 10.0 90.0

その他 0 0 0
0.0 0.0 0.0

全体

部門
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図表 2-45 ツールを活用する際の課題 

  

 

キ）課題を克服するための支援策等 

 ツールを活用している団体で課題があると回答した団体に対して、課題を克服するための支

援策等をたずねたところ、環境部局や企画部局では課題の分析や施策立案に向けた支援が挙

げられた（図表 2-46）。 

 

図表 2-46 課題を克服するための支援策等（自由記述・主な意見） 

＜環境部局＞ 
・ 結果だけでなく、分析や考察の方向性を提示（2 件） 
・ 分析結果から施策立案を行うための助言（3 件） 
・ 問い合わせ窓口（電話、メール）の設置（2 件） 
・ 説明会や研修会の開催（3 件） 
・ 先進事例の紹介（4 件） 
・ 2015 年以降の分析結果の提供（3 件） 
・ 数値の算出根拠の提示 
 
＜企画部局＞ 
・ 数値の意味や地域の具体的な課題の説明（2 件） 
・ 施策の方向性への助言 
・ 活用のハンズオン支援 
・ 強みや弱みから先進事例を案内してくれるような支援 
・ 2015 年以降の分析結果の提供 
・ 選択できる自治体の数を増やしてほしい（政令市・中核市など） 
 
＜産業部局＞ 
・ 複数の活用事例の紹介 
・ RESAS との対応関係が分かるようにしてほしい 
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100.0 5.6 14.8 24.1 27.8 11.1 46.3

企画部局 23 0 1 4 6 5 13
100.0 0.0 4.3 17.4 26.1 21.7 56.5

産業部局 10 0 1 4 3 3 5
100.0 0.0 10.0 40.0 30.0 30.0 50.0

その他 0 0 0 0 0 0 0
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・ 産業分類の詳細がわかるようにしてほしい 
・ 最新データへの随時更新 

 

ク）追加してほしい機能 

 ツールを活用している団体に追加してほしい機能をたずねたところ、すべての部局でデータ

の更新が挙げられた。また、環境部局では類似団体の抽出や国の補助情報との紐づけといっ

た意見が挙げられた（図表 2-47）。 

 

図表 2-47 追加してほしい機能（自由記述・主な意見） 

＜環境部局＞ 
・ 類似自治体の抽出（2 件） 
・ 見方がわかるマニュアル 
・ 用語の解説 
・ 国庫の補助等の支援との紐づけ 
・ 2013 年以降のデータの更新（2 件） 
・ 処理にかかるおおよその時間の表示 
 
＜企画部局＞ 
・ 最新データでの分析 
・ 時点を更新できるようなツール 
・ バックデータの csv または Excel データのダウンロード機能 
・ 小規模自治体のデータ充実 
 
＜産業部局＞ 
・ 他の特化係数（付加価値、事業所数、従業者数） 
・ エネルギー費の流出を防いだ場合の環境面、経済面、社会面へのメリットの数値化 

 

③ ツールを活用していない団体（30団体） 

ア）ツールを活用していない理由 

 ツールを活用していない団体のツール活用していない理由を調査したところ、環境部局では

「今のところ、活用する目的がない」（52.2％）、「活用する時間がない」（21.7％）の順に多

かった。（図表 2-48）本結果について、ツールをダウンロードしていない団体のツールをダ

ウンロードしていない理由と比較したところ、上位 2 位の回答は同様の結果となった。 

 なお、企画部局、産業部局については、ツールを活用していない団体が企画部局４団体、産

業部局 2 団体と少ないため参考値としている。 
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図表 2-48 ツールを活用していない理由 

  

 

イ）ツールを活用できると思う部局 

 ツールを活用していない団体にツールを活用できると思う部局をたずねたところ、環境部局

では「企画部局」（78.3％）、「産業部局」（56.5％）の順に多かった。（図表 2-49）。 

 

図表 2-49 ツールを活用できると思う部局 

  
 

ウ）ツールを活用するために必要な支援策等 

 ツールを活用していない団体にツールを活用するために必要な支援策等をたずねたところ、

環境部局や企画部局では事例紹介を求める意見が挙げられた。産業部局ではデータの更新の

意見が挙げられた（図表 2-50）。 

 

図表 2-50 ツールを活用するために必要な支援策等（自由記述・主な意見） 

＜環境部局＞ 
・ ツールを活用した施策立案・実施の事例紹介（3 件） 
・ 算出結果に基づく助言 
・ ツールの説明会の開催 
・ ダウンロードして使うのではなく、インターネット上で全て操作が完結できるシステム 
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100.0 25.0 25.0 0.0 0.0 25.0 25.0 25.0

産業部局 3 0 0 0 0 1 1 1
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 33.3 33.3
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100.0 43.3 80.0 56.7 13.3 0.0
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企画部局 4 2 3 2 1 0
100.0 50.0 75.0 50.0 25.0 0.0
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その他 0 0 0 0 0 0
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・ CD 等でファイルを送付 
 
＜企画部局＞ 
・ 先進自治体等の利活用方法の提供 
 
＜産業部局＞ 
・ 継続的なデータ更新 

 

④ ツールの活用状況の詳細分析 

 以下、環境部局のツールの活用状況について分析した。まず、人口規模別にみると、人口規

模が大きいほど活用度が高い傾向がみられる（図表 2-51）。 

 地方公共団体の区分別にみると、指定都市、中核市で「補助金等への申請」が多い傾向がみ

られる（図表 2-52）。 

 経常収支比率別にみると、経常収支比率 90 以上の団体で「補助金等への申請」が多い傾向

がみられる。（図表 2-53）。 

 直近 3 か年における新規施策の実施別にみると、新規施策を実施している団体は、実施して

いない団体に比べて「補助金等への申請」の割合が高い（図表 2-54）。 

 域内経済循環の重視別にみると、域内経済循環を重視している団体ほど「施策立案」に活用

している割合が高い（図表 2-55）。 

 域内経済循環を促す事業の企画・実施別にみると、域内経済循環を促す事業の企画・実施し

ている団体は、企画・実施していない団体に比べて「補助金等への申請」の割合が高い（図

表 2-56）。 

 地域循環共生圏の取組別にみると、地域循環共生圏の取組を実施している団体は、実施して

いない団体に比べて「補助金等への申請」の割合が高い（図表 2-57）。 

 RESAS の認知状況別にみると、RESAS を認知している団体は「施策立案」に活用している

が、認知していない団体の「施策立案」への活用はみられない（図表 2-58）。 

 部局間連携の状況別にみると、連携している団体は「施策立案」や「補助金等への申請」の

場面でツールを活用している（図表 2-59）。 

 ツールの活用状況について、すべての部局を対象に「出力した資料を課の業務に用いた」と

回答した地方公共団体（18 団体）について追加調査したところ、18 団体中 8 団体は、環境

省の補助事業（「平成 31 年度 地域の多様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事

業」又は「平成 31 年度 地域循環共生圏づくりプラットフォームの構築に向けた地域循環共

生圏の創造に取り組む活動団体」）の採択団体であった。 
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図表 2-51 人口規模と活用状況 

  
 

図表 2-52 地方公共団体の区分と活用状況 
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100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他の市 17 14 3 0 4 2 0 0
100.0 82.4 17.6 0.0 23.5 11.8 0.0 0.0

町村 0 0 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

環境部局
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図表 2-53 経常収支比率と活用状況 

  

 

図表 2-54 直近 3か年における新規施策の実施と活用状況 

  

 

図表 2-55 地域経済循環の重視と活用状況 
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0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

60以上70未満 0 0 0 0 0 0 0 0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

70以上80未満 1 1 0 0 0 1 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

80以上90未満 5 4 2 0 1 1 0 0
100.0 80.0 40.0 0.0 20.0 20.0 0.0 0.0

90以上100未満 18 14 3 1 7 0 0 0
100.0 77.8 16.7 5.6 38.9 0.0 0.0 0.0

100以上110未満 1 0 0 0 1 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

環境部局

経常収支比率
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25 19 5 1 9 2 0 0
100.0 76.0 20.0 4.0 36.0 8.0 0.0 0.0

実施している 18 13 4 1 8 1 0 0
100.0 72.2 22.2 5.6 44.4 5.6 0.0 0.0

実施していない 7 6 1 0 1 1 0 0
100.0 85.7 14.3 0.0 14.3 14.3 0.0 0.0

環境部局

直近3か年における
新規施策の実施
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25 19 5 1 9 2 0 0
100.0 76.0 20.0 4.0 36.0 8.0 0.0 0.0

重視している 6 6 2 1 2 0 0 0
100.0 100.0 33.3 16.7 33.3 0.0 0.0 0.0

やや重視している 9 5 2 0 5 2 0 0
100.0 55.6 22.2 0.0 55.6 22.2 0.0 0.0

あまり重視していない 10 8 1 0 2 0 0 0
100.0 80.0 10.0 0.0 20.0 0.0 0.0 0.0

重視していない 0 0 0 0 0 0 0 0
100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

環境部局

域内経済循環の重
視
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図表 2-56 地域経済循環を促す事業の企画・実施と活用状況 

  

 

図表 2-57 地域循環共生圏の取組と活用状況 

 

 

図表 2-58 RESASの認知と活用状況 
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25 19 5 1 9 2 0 0
100.0 76.0 20.0 4.0 36.0 8.0 0.0 0.0

企画又は実施している 12 9 2 1 5 1 0 0
100.0 75.0 16.7 8.3 41.7 8.3 0.0 0.0

企画又は実施していない 13 10 3 0 4 1 0 0
100.0 76.9 23.1 0.0 30.8 7.7 0.0 0.0
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25 19 5 1 9 2 0 0
100.0 76.0 20.0 4.0 36.0 8.0 0.0 0.0

実施している 16 12 3 1 7 2 0 0
100.0 75.0 18.8 6.3 43.8 12.5 0.0 0.0

実施していない 9 7 2 0 2 0 0 0
100.0 77.8 22.2 0.0 22.2 0.0 0.0 0.0

環境部局

地域循環共生圏の
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25 19 5 1 9 2 0 0
100.0 76.0 20.0 4.0 36.0 8.0 0.0 0.0

知っている 17 14 5 1 6 2 0 0
100.0 82.4 29.4 5.9 35.3 11.8 0.0 0.0

知らない 8 5 0 0 3 0 0 0
100.0 62.5 0.0 0.0 37.5 0.0 0.0 0.0

環境部局

RESASの認知
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図表 2-59 部局間連携の状況と活用状況 
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25 19 5 1 9 2 0 0
100.0 76.0 20.0 4.0 36.0 8.0 0.0 0.0

普段から情報共有をしている 17 12 4 0 6 2 0 0
100.0 70.6 23.5 0.0 35.3 11.8 0.0 0.0

連携して施策を検討している 11 8 2 1 5 1 0 0
100.0 72.7 18.2 9.1 45.5 9.1 0.0 0.0

連携して施策を実施している 5 4 2 1 2 1 0 0
100.0 80.0 40.0 20.0 40.0 20.0 0.0 0.0

連携していない 2 2 0 0 0 0 0 0
100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

環境部局

部局間連携
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3.調査ア 

3-1.調査アの実施方法 

（1）調査の実施方法 

 調査アでは、地方公共団体がツールの具体的な活用場面・活用方法を理解できれば、ツール

をダウンロードするのかを検証するため、環境省が実施する「令和元年度地方公共団体実行

計画に関する説明会」において、従来のツールの説明資料（図表 3-2）を配布・説明したグ

ループ（A グループ）と従来のツールの説明資料に加えて、ツールを用いた施策立案の事例

を強調した部分を設けた説明資料（図表 3-3）を配布・説明したグループ（B グループ）に

分け、ダウンロード率の差について分析した。調査の実施方法は図表 3-1に示すとおりであ

る。 

 

図表 3-1 調査の実施方法 

調査対象 

説明会に参加した地方公共団体 163団体 
A グループ︓ 
北海道ブロックの説明会に参加した 20団体 
東北ブロックの説明会に参加した 7団体 
関東ブロックの説明会に参加した 40団体 
中部ブロックの説明会に参加した 23団体 
九州ブロックの説明会に参加した 24団体 
B グループ︓ 
近畿ブロックの説明会に参加した 34団体 
中国四国ブロックの説明会に参加した 15団体 
※調査準備期間の制約から、上記のようにグループ分けを行った。 

調査方法 
1. 説明会におけるツールの紹介 
2. WEB アンケート 

調査期間 

1. 説明会の実施 
北海道ブロック︓2019年 10月 30日 
東北ブロック︓2019年 11月 5日 
関東ブロック︓2019年 11月 14日 
中部ブロック︓2019年 10月 7日 
九州ブロック︓2019年 11月 11日 
近畿ブロック︓2019年 11月 25日 
中国四国ブロック︓2019年 11月 18日 
2. WEB アンケート 
2020年 2月 12日～2月 28日 

回収数（回収率） 
A グループ︓75s（65.8％） 
B グループ︓37s（75.5％） 
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WEB アンケートの 
主な調査項目 

■ツールの認知状況 
・ 認知状況 
■ツールのダウンロード状況 
・ ダウンロード状況 
・ ダウンロードしようと思わない理由 
・ ダウンロードの目的 
■ツールの活用状況 
・ 活用状況 
・ 活用できていない理由 
■属性情報等 
・ 説明会参加の目的 
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図表 3-2 説明資料のイメージ（Aグループ） 

－従来の説明資料（抜粋）－ 
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図表 3-3 説明資料のイメージ（Bグループ） 

－従来の自動作成ツールの説明資料に加えて、 

ツールを用いた施策立案の事例を強調した部分を設けた説明資料（抜粋）－ 
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（2）回答団体の属性 

 回答団体の属性（人口規模、地方公共団体の区分、経常収支比率、域内経済循環の重視状況）

は以下に示すとおりである。 

図表 3-4 回答団体の人口規模 

 

図表 3-5 回答団体の地方公共団体の区分 

 

図表 3-6 回答団体の経常収支比率 

 

図表 3-7 回答団体の域内経済循環の重視状況 

 
※域内経済循環の重視状況について事前調査と調査アの回答団体をマッチングさせており、事前調査と調査アの回答団体は必ずしも一

致しないため、サンプル数は 112 団体にならない。 
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100.0 0.0 0.9 4.5 25.0 67.0 2.7 0.0
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 回答団体の説明会参加目的は図表 3-8 のとおりである。「地域経済循環分析自動作成ツール

の活用方法を知るため」の回答については、A グループと B グループで 5.4 ポイントの差が

みられた。 

 

図表 3-8 説明会参加目的 

 
  

64.0

61.3

53.3

54.7

20.0

16.0

2.7

0.0

1.3

70.3

59.5

59.5

51.4

40.5

24.3

8.1

0.0

8.1

0 20 40 60 80

地方公共団体実行計画の策定・改定を行うため

温暖化対策をめぐる国内外の動向等の情報収集の
ため

説明会で紹介される環境省の各種施策や補助金等
の情報収集のため

説明会で紹介される自治体等の取組事例等の情報
収集のため

説明会に集まる他自治体との情報交換のため

地方公共団体実行計画策定・管理システム
（LAPSS）の活用方法を知るため

地域経済循環分析自動作成ツールの活用方法を知
るため

具体的な目的はないが、とりあえず参加した

その他

Aグループ（n=75） Bグループ（n=37）

(%)
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3-2.調査アの結果 

（1）仮説の検証 

① 説明会後のダウンロード状況 

 A グループ、B グループのダウンロード率の差を分析したところ、「本年度説明会を受けて

ダウンロードした」の回答をみると、B グループのダウンロード率が A グループと比べて

4.3 ポイント多い結果となった。また、「ダウンロードしておらず、検討もしていない」の回

答をみると、B グループが A グループと比べて 13.1 ポイント少ない結果となった。ただし、

これらの結果は統計的に有意ではなかった（p>0.05）（図表 3-9）。 

 

図表 3-9 説明会後のダウンロード状況 

 

 
 

② 調査アの記述統計等 

 説明会に参加した地方公共団体のうちアンケートに回答した 112 団体に係る記述統計は以

下のとおりである（図表 3-10）。 
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図表 3-10 調査アに関する分析の記述統計量 

 

 
 

② 調査アの回帰分析の推定結果とその解釈 

 説明会に参加した地方公共団体におけるツールのダウンロード率（被説明変数：ツールをダ

ウンロード）、アンケートにおいて「本年度説明会を受けてダウンロードした」と回答した団

体の割合（被説明変数：説明会を受けてツールをダウンロード）、アンケートにおいて「ダウ

ンロードしておらず、検討もしていない」と回答した団体の割合（被説明変数：ダウンロー

ドしておらず、検討もしていない）を被説明変数、地方公共団体の人口規模や地方公共団体

の区分、「新たな説明資料の使用の有無」などを説明変数として行った回帰分析の結果は以下

のとおりである 12。（図表 3-11）。 

 

人口・財政状況 

 人口（実数・３万人以下ダミー・10 万人以上ダミー）や経常収支比率の係数はどの被説明変

数に対しても統計的に有意ではない。人口規模や経常収支比率がツールのダウンロード状況

に与えている影響を確認することができなかった。 

                                                
1 「ツールをダウンロード」・「説明会を受けてツールをダウンロード」・「ダウンロードしておらず、検

討もしていない」という回答に「新たな説明資料の使用」が影響を与えているのかを検証するために

回帰分析を実施している。 
2 被説明変数を「説明会を受けてツールをダウンロード」とする回帰分析の対象として、「本説明

会とは関係なく、ダウンロードした」と回答した地方公共団体を含める（「説明を受けてダウンロ

ード」を１として、その他（「本説明会とは関係なく、ダウンロードした」を含む）を０とした変

数を被説明変数とする）と、説明会の有無に関係なくダウンロードする傾向にある地方公共団体

の特徴と、説明会を受けてダウンロードする傾向にある地方公共団体の特徴による影響が混在す

る可能性が考えられる。しかし、「本説明会とは関係なく、ダウンロードした」と回答した地方公

共団体を除く 89 団体を対象とした回帰分析の結果と傾向に差異はなかったため、「本説明会とは

関係なく、ダウンロードした」と回答した地方公共団体を含めた推定結果を掲載している。 

観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
ツールをダウンロード（ダミー変数） 112 0.420 0.496 0 1
説明会を受けてツールをダウンロード（ダミー変数） 112 0.214 0.412 0 1
ダウンロードしておらず、検討もしていない（ダミー変数） 112 0.277 0.449 0 1
人口 112 231,285 447,018 2,482 3,724,844
人口30,000人未満（ダミー変数） 112 0.152 0.360 0 1
人口100,000人以上（ダミー変数） 112 0.536 0.501 0 1

財政状況 経常収支比率 112 91.3 6.0 68.8 103.5
政令指定都市（ダミー変数） 112 0.063 0.243 0 1
中核市特例市（ダミー変数） 112 0.170 0.377 0 1
一般市（ダミー変数） 112 0.643 0.481 0 1
町村（ダミー変数） 112 0.125 0.332 0 1
新たな説明資料（ダミー変数） 112 0.330 0.472 0 1
新たな説明資料と人口100,000人以上の交差項（ダミー変数） 112 0.196 0.399 0 1
北海道ブロック（ダミー変数） 112 0.098 0.299 0 1
東北ブロック（ダミー変数） 112 0.036 0.186 0 1
関東ブロック（ダミー変数） 112 0.241 0.430 0 1
中部ブロック（ダミー変数） 112 0.152 0.360 0 1
近畿ブロック（ダミー変数） 112 0.223 0.418 0 1
中国四国ブロック（ダミー変数） 112 0.107 0.311 0 1
九州ブロック（ダミー変数） 112 0.143 0.351 0 1

説明会会場

変数名

ダウンロード状況

人口

地方公共団体
の区分

説明資料
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地方公共団体の区分 

 地方公共団体の区分に関する説明変数の推定結果をみると、「説明会を受けてツールをダウ

ンロード」を被説明変数とした④の回帰分析において「中核市・特例市ダミー」の係数がプ

ラスで統計的に有意に推定された。なお、被説明変数を「説明会を受けてツールをダウンロ

ード」とした⑤・⑥の分析においても「中核市・特例市ダミー」の係数はプラスで推定され

1.77～1.95 の間の値をとっている。 

 中核市・特例市などの規模の大きな地方公共団体に対しては、説明会での説明自体がダウン

ロードに影響を与えている可能性が考えられる。 

 

新たな説明資料 

 新たな説明資料の使用の有無に関する説明変数の推定結果をみると、「ツールをダウンロー

ド」と「説明会を受けてツールをダウンロード」を被説明変数とした場合には、「新たな説明

資料ダミー」の係数は統計的に有意ではない。 

 新たな説明資料がツールのダウンロードに影響を与えていることを確認することはできな

かった。 

 

説明会会場 

 説明会会場に関する説明変数の推定結果をみると、「ツールをダウンロード」を被説明変数と

した場合には、「近畿ブロックダミー」の係数が統計的に有意に推定されている。 

 近畿地方で開催された説明会の参加者は、関東地方の説明会の参加者と比較してツールのダ

ウンロード率が高い傾向にあることが分かる。 

 新たな説明資料を用いて説明が行われたのは、近畿ブロックと中国四国ブロックであるため、

新たな説明資料がツールのダウンロードを高めた可能性も否定できないが、「中国四国ブロ

ックダミー」の係数は統計的に有意ではなく、「説明会を受けてツールをダウンロード」を被

説明変数とした場合には「近畿ブロック」の係数は統計的に有意ではないため新たな説明資

料による影響でない可能性もあると考える。 
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図表 3-11 調査アの回帰分析の結果 

  
（注）カッコ内は標準誤差。*** p<0.01、** p<0.05、* p<0.1 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

人口（実数） 1.34e-07 -1.41e-07 4.22e-08
(1.94e-07) (1.61e-07) (1.78e-07)

3万人以下ダミー 0.146 0.185 0.0220 -0.0109 -0.164 -0.163
(0.236) (0.247) (0.196) (0.206) (0.215) (0.224)

10万人以上ダミー 0.00448 0.00763 -0.0608 -0.0638 0.0993 0.110
(0.120) (0.123) (0.100) (0.103) (0.109) (0.112)

経常収支比率（実数） 0.00150 0.00167 -0.00205 0.00734 0.00705 0.00288 0.00140 0.00152 0.00811
(0.00897) (0.00901) (0.0100) (0.00745) (0.00749) (0.00837) (0.00822) (0.00819) (0.00910)

政令指定都市ダミー -0.0333 0.177 0.245 0.121 -0.0580 -0.0466 -0.241 -0.240 -0.276
(0.355) (0.210) (0.216) (0.295) (0.175) (0.181) (0.325) (0.191) (0.197)

中核市・特例市ダミー 0.0559 0.0890 0.122 0.192* 0.195 0.187 -0.0630 -0.114 -0.110
(0.136) (0.144) (0.147) (0.113) (0.120) (0.123) (0.125) (0.131) (0.133)

町村ダミー -0.166 -0.302 -0.329 -0.0965 -0.133 -0.138 0.0662 0.252 0.292
(0.160) (0.259) (0.265) (0.133) (0.215) (0.221) (0.146) (0.235) (0.241)

新たな説明資料ダミー 0.122 0.127 -0.0106 -0.00747 -0.131 -0.140
(0.104) (0.105) (0.0864) (0.0875) (0.0954) (0.0956)

北海道ブロックダミー 0.00360 0.0406 0.0666
(0.191) (0.160) (0.174)

東北ブロックダミー 0.212 0.0122 -0.0480
(0.276) (0.230) (0.250)

中部ブロックダミー 0.0682 -0.174 0.241
(0.163) (0.136) (0.148)

近畿ブロックダミー 0.252* -0.0152 -0.133
(0.146) (0.122) (0.132)

中国四国ブロックダミー -0.0398 -0.107 0.0239
(0.178) (0.149) (0.162)

九州ブロックダミー -0.0322 -0.0616 0.0596
(0.162) (0.135) (0.147)

0.225 0.212 0.514 -0.448 -0.410 0.0218 0.200 0.158 -0.521
(0.820) (0.825) (0.927) (0.681) (0.686) (0.774) (0.752) (0.750) (0.842)

サンプル数 112 112 112 112 112 112 112 112 112
決定係数 0.054 0.053 0.084 0.056 0.053 0.077 0.032 0.048 0.081

被説明変数︓ダウンロードしておらず、検
討もしていない（ツールを認知していない

場合も含む）
１︓ダウンロード・検討をしていない
０︓ダウンロード済みまたは検討中

定数項

変数名

人口
（基準︓30,001～99,999人）

経常収支比率

地方公共団体の区分
（基準︓一般市）

説明会会場
（基準︓関東）

新たな説明資料
（基準︓既存の説明資料の使用）

被説明変数︓ツールをダウンロード
１︓ダウンロード
０︓非ダウンロード

被説明変数︓説明会を受けてツールをダ
ウンロード

１︓説明を受けてダウンロード
０︓その他（説明外でのダウンロードを

含む）
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（2）ツールのダウンロード状況の分析 

① ツールをダウンロードしている団体（47団体） 

ア）ツールをダウンロードした目的 

 ツールをダウンロードした団体のダウンロードの目的を調査したところ、A グループ、B グ

ループともに「地域の現状分析や課題把握に用いるため」が最も多く、次いで「具体的な目

的はないが、とりあえずダウンロードした」という結果となった（図表 3-12）。 

 

図表 3-12 ツールをダウンロードした目的 

 
 

② ツールをダウンロードしていない団体（65団体） 

ア）ツールをダウンロードしようと思わない理由 

 ツールをダウンロードしていない団体のツールをダウンロードしようと思わない理由を調

査したところ、A グループでは「自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分から

ないから」（55.0％）が最も多く、次いで「地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余

裕や新たな取組を行う余裕がないから」（40.0％）が多かった。また、B グループでは「地域

経済循環分析のデータを参照する時間的な余裕や新たな取組を行う余裕がないから」

（83.3％）が最も多く、次いで「自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分から

ないから」（33.3％）が多い結果となった。 

 「自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分からないから」の回答について、B

グループは A グループより 21.7 ポイント少なく、また、「地域経済循環分析のデータを参照

する時間的な余裕や新たな取組を行う余裕がないから」の回答について、B グループが A グ

ループより 43.3 ポイント多くなった（図表 3-13）。 

 

  

60.7

14.3

0.0

0.0

39.3

0.0

63.2

10.5

10.5

0.0

36.8

5.3

0 20 40 60 80

地域の現状分析や課題把握に用いるため

施策立案に用いるため

補助金等の申請等に用いるため

3月2日、10日に開催される環境省主催の勉強会
に参加するため

具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードした

その他

Aグループ（n=28） Bグループ（n=19）

(%)



-52- 

図表 3-13 ツールをダウンロードしようと思わない理由 

 
 

（3）ツールの活用状況 

① ツールを活用している団体（40団体） 

ア）ツール活用の程度 

 ツールをダウンロードした団体のツール活用の程度を調査したところ、A グループ、B グル

ープともに「出力した資料を課内で供覧した」が最も多く、次いで「出力した資料を見た程

度」という結果となった。「出力した資料をもとに施策立案を行った」の回答について、A グ

ループでは回答がなかったが、B グループでは 5.3％の回答がみられた（図表 3-14）。 

 

  

55.0

20.0

40.0

20.0

5.0

0.0

20.0

0.0

15.0

33.3

0.0

83.3

0.0

0.0

0.0

16.7

0.0

16.7

0 20 40 60 80 100

自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分
からないから

業務上、域内の経済循環を考慮することについて重
要性を感じないから

地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余
裕や新たな取組を行う余裕がないから

業務上、定量的なデータを参照することが求められて
いないから

課室で担当している業務と関係がないから

用いられているデータが古く、業務に用いることができな
いと考えたから

システム上ダウンロードが容易でないから

RESAS（地域経済分析システム）で足りていると考
えたから

その他

Aグループ（n=20） Bグループ（n=6）

(%)
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図表 3-14 ツール活用の程度 

 
 

② ツールを活用していない団体（7団体） 

ア）ツールを活用できない理由 

 ツールをダウンロードした団体のうち「ダウンロードしたものの、利用できていない」と回

答した団体のツールを活用できない理由を調査したところ、A グループでは「自動作成ツー

ルが業務にどのように活用できるのか分からないから」及び「その他」が同率（50.0％）で

多かった。「その他」の理由としては動作不良と企画部局のほうが活用できるという意見が挙

げられた。B グループでは「地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余裕や新たな取

組を行う余裕がないから」の回答がすべてであった（図表 3-15）。 

 

  

25.0

39.3

14.3

0.0

7.1

14.3

26.3

42.1

10.5

5.3

0.0

15.8
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出力した資料を見た程度

出力した資料を課内で供覧した

出力した資料をもとに地域の現状分析や課題把握を
行った

出力した資料をもとに施策立案を行った

その他

ダウンロードしたものの、利用できていない

Aグループ（n=28） Bグループ（n=19）
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図表 3-15 ツールを活用できない理由 

 
 

  

0.0

0.0

50.0

0.0

0.0

0.0

25.0

0.0

50.0

0.0

0.0

0.0

100.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0 50 100

自動作成ツールの使い方が分からないから

自動作成ツールに必要な機能がないから

自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分
からないから

地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余
裕や新たな取組を行う余裕がないから

業務上、定量的なデータを参照することが求められて
いないから

課室で担当している業務と関係がないから

用いられているデータが古く、業務に用いることができ
ないと考えたから

RESAS（地域経済分析システム）で足りていると考
えたから

その他

Aグループ（n=4） Bグループ（n=3）

(%)
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4.調査イ 

4-1.調査イの実施方法 

（1）調査の実施方法 

 調査イでは、地方公共団体がツールの具体的な活用場面・活用方法を理解できれば、ツール

をダウンロードするのか、また、申請可能な支援事業等の情報があれば、ツールをダウンロ

ードするのかを検証するため、環境省が実施する説明会に参加しておらず、ツールをダウン

ロードしていない地方公共団体を対象に、RCT（ランダム化比較試験）3の手法を用いて、メ

ール送信における添付資料の違いによるダウンロード率の差を分析した。調査の実施方法は

図表 4-1 に示すとおりである。 

 具体的には、従来のツールの説明資料（図表 4-2）を添付したグループ（A グループ）、従来

の資料に加えてツールを活用して簡単に域内経済循環分析ができることを記載した資料（図

表 4-3）及びツールを用いた施策立案の具体的な事例を記載した資料（図表 4-4）を添付し

たグループ（B グループ）、従来の資料に加えてツールを活用して簡単に域内経済循環分析

ができることを記載した資料（図表 4-3）及びツールを活用して申請できる支援事業等の紹

介を記載した資料（図表 4-5）を添付したグループ（C グループ）に分け、各グループのダ

ウンロード率の差を分析した。 

 

図表 4-1 調査の実施方法 

調査対象 

環境省が実施する説明会に参加しておらず、ツールをダウンロードしていない
地方公共団体︓605団体 
A グループ︓201団体 
B グループ︓202団体 
C グループ︓202団体 

調査方法 
1. 環境省からのメール送信によるツールの紹介 
2. WEB アンケート 

調査期間 

1. 環境省からのメール送信 
2020年 2月 3日 
2. WEB アンケート 
2020年 2月 12日～2月 28日 

回収数（回収率） A グループ︓124s（61.7％） 

                                                
3 ある政策手段の対象とするグループ（介入グループ）と対象としないグループ（比較グルー

プ）の間の比較を行うもの。当該政策の効果以外の他の条件の介在をできる限り排除するため、

グループ分けはランダムに行うことや、場合によっては対象者にもどちらのグループか分からな

いようにする（自然な行動の結果を把握するため）など、厳密性を確保するためには様々な条件

設定が必要とされる。（出典：総務省「ＥＢＰＭ（エビデンスに基づく政策立案）に関する有識者

との意見交換会報告」） 
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B グループ︓128s（63.4％） 
C グループ︓126s（62.4％） 

WEB アンケートの 
主な調査項目 

■ツールのダウンロード状況 
・ ダウンロード状況 
・ ダウンロードしようと思わない理由 
・ ダウンロードの目的 
■ツールの活用状況 
・ 活用状況 
・ 活用できていない理由 
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図表 4-2 添付資料のイメージ（Aグループ） 

－従来のツールの説明資料（抜粋）－ 
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図表 4-3 添付資料のイメージ（Bグループと Cグループ） 

－簡単に域内経済循環分析ができることを記載した資料（抜粋）－ 

 

図表 4-4 添付資料のイメージ（Bグループ） 

－ツールを用いた施策立案の具体的な事例を記載した資料（抜粋）－ 
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図表 4-5 添付資料のイメージ（Cグループ） 

－ツールを活用して申請できる支援事業等の紹介を記載した資料（抜粋）－ 

 

 

（2）調査イの記述統計等 

 「事前調査」においてツールをダウンロードしていないと回答し、環境省が開催する説明会

に参加していない地方公共団体 605 団体を無作為に A・B・C のグループに分けた上で、グ

ループごとに異なる内容のメッセージを送付してダウンロード率の差異を把握することで、

メッセージ内容の効果を測定した。 

 無作為割り当ての結果は図表 4-6 のとおりである。人口や経常収支比率、RESAS の認知状

況やツールの認知状況などの平均値はグループ間で統計上有意な差異は確認されなかった

ため、各グループ間の属性は概ね一致しているとみなしてメッセージを送付した（B グルー

プと C グループの間における環境保全部門の職員数の平均値のみ統計的に有意な差異が確

認されたが、その他の変数は有意な差異が確認されなかったため問題ないと判断した）。 
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図表 4-6 ランダム化の結果 

 

 
 

 

 

  

A B C

人口（実数） 総務省︓国勢調査 67416 78938 68013 0.377 0.964 0.469 0.644
人口３万人未満（ダミー変数） 総務省︓国勢調査 0.532 0.455 0.52 0.123 0.802 0.197 0.254
人口10万人以上（ダミー変数） 総務省︓国勢調査 0.184 0.173 0.134 0.778 0.167 0.271 0.355
経常収支比率 総務省︓決算状況調 89.906 90.155 89.58 0.699 0.612 0.356 0.663
環境保全部門 総務省︓地方公共団体定員管理調査 2.527 3.248 2.025 0.26 0.279 0.058 0.113
衛生部門 総務省︓地方公共団体定員管理調査 46.97 62.535 48.629 0.199 0.883 0.324 0.395
一般行政職合計 総務省︓地方公共団体定員管理調査 361.74 434.23 376.09 0.236 0.821 0.425 0.508
リーサスの認知状況（ダミー変数） 事前調査 0.189 0.233 0.218 0.284 0.474 0.722 0.555
新規事業の実施（ダミー変数） 事前調査 0.383 0.431 0.396 0.332 0.79 0.481 0.603
経済循環促進事業の実施（ダミー変数） 事前調査 0.104 0.109 0.099 0.886 0.856 0.745 0.948
地域循環共生圏に向けた取組の実施（ダミー変数）事前調査 0.149 0.134 0.104 0.654 0.172 0.357 0.388
域内での経済循環の重視状況（ダミー変数） 事前調査 0.323 0.361 0.386 0.423 0.189 0.608 0.417
自動作成ツールの認知状況（ダミー変数） 事前調査 0.119 0.124 0.114 0.894 0.863 0.759 0.954
北海道地方（ダミー変数） 0.209 0.203 0.183 0.882 0.516 0.615 0.795
関東甲信地方（ダミー変数） 0.274 0.297 0.282 0.604 0.849 0.743 0.871
東海北陸地方（ダミー変数） 0.134 0.139 0.173 0.901 0.28 0.338 0.485
近畿地方（ダミー変数） 0.104 0.104 0.099 0.986 0.856 0.87 0.98
中国四国地方（ダミー変数） 0.119 0.134 0.119 0.668 0.985 0.654 0.877
九州地方（ダミー変数） 0.159 0.124 0.144 0.309 0.662 0.56 0.595

―

F検定
のＰ値項目名 出典

平均値 A・B間の
平均値の
差の検定
のＰ値

A・C間の
平均値の
差の検定
のＰ値

Ｂ・C間の
平均値の
差の検定
のＰ値
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4-2.調査イの結果 

（1）仮説の検証 

① メール送信後のダウンロード状況 

 A グループ、B グループ、C グループのダウンロード率の差を分析したところ、「環境省から

の案内メールを見てダウンロードした」の回答をみると、C グループのダウンロード率が

23.6％と最も高く、次いで B グループが 21.9％、A グループが 21.1%となった。また、「ダ

ウンロードしておらず、検討もしていない」の回答をみると、C グループ、B グループは A

グループと比べてそれぞれ 9.0 ポイント、6.3 ポイント少ない結果となった。ただし、これ

らの結果は統計的に有意ではなかった（p>0.05）（図表 4-7）。 

 

図表 4-7 メール送信後のダウンロード状況 

 

 
 

② 調査イの記述統計等（対象：メール送付先） 

 調査イは事前調査で回答のあった団体を対象としているために、調査イのアンケートに回答

がなかった地方公共団体（227 団体（37.5％））についても RESAS の認知状況等の地方公共

団体の属性情報を把握することができた。 

 本調査では、①調査イのアンケートに回答しなかった地方公共団体はツールをダウンロード

していないとみなして行う分析と、②調査イのアンケートに回答した地方公共団体（378 団
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体（62.5％））を対象として行う分析の２種類の分析を実施した。 

 なお、①の分析ではアンケート調査に回答していない団体はツールをダウンロードしていな

いものとみなしているため、送付しているメールの内容の効果を過小に評価している可能性

が考えられる。一方で、②の分析ではアンケート調査に回答している団体のみを対象として

いるため、ダウンロードやダウンロードの検討を行っている団体ほど回答している傾向があ

る場合にはメールの内容を過大に評価している可能性が考えられる。 

 ①のメールを送付した全地方公共団体を対象とした分析に使用した変数の記述統計は図表

4-8 以下のとおりである。 

 

図表 4-8 調査イに関する分析の記述統計量（対象：メール送付先） 

 

 
  

観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
メールへの返信（ダミー変数） 605 0.625 0.485 0 1
ツールをダウンロード（ダミー変数） 605 0.154 0.361 0 1
メールを受けてツールをダウンロード（ダミー変数） 605 0.139 0.346 0 1
ダウンロードをしておらず、検討もしていない（ダミー変数） 605 0.724 0.447 0 1
人口 605 71,462 138,659 337 1,537,272
人口30,000人未満（ダミー変数） 605 0.502 0.500 0 1
人口100,000人以上（ダミー変数） 605 0.164 0.370 0 1

経常収支比率 経常収支比率 605 89.9 6.4 61.9 109.6
環境保全部門の職員数 環境保全部門の職員数 605 2.60 5.91 0 66

リーサスの認知状況（ダミー変数） 605 0.213 0.410 0 1
新規事業の実施（ダミー変数） 605 0.403 0.491 0 1
地域経済循環事業の実施（ダミー変数） 605 0.104 0.306 0 1
域内での経済循環の重視（ダミー変数） 605 0.357 0.480 0 1
地域循環共生圏に向けた取組の実施（ダミー変数） 605 0.129 0.335 0 1
自動作成ツールの認知状況（ダミー変数） 605 0.119 0.324 0 1
政令指定都市（ダミー変数） 605 0.007 0.081 0 1
中核市特例市（ダミー変数） 605 0.046 0.210 0 1
一般市（ダミー変数） 605 0.428 0.495 0 1
東京23区（ダミー変数） 605 0.026 0.161 0 1
町村（ダミー変数） 605 0.493 0.500 0 1
北海道東北地方（ダミー変数） 605 0.198 0.399 0 1
関東甲信地方（ダミー変数） 605 0.149 0.356 0 1
東海北陸地方（ダミー変数） 605 0.284 0.451 0 1
近畿地方（ダミー変数） 605 0.102 0.304 0 1
中国四国地方（ダミー変数） 605 0.124 0.330 0 1
九州地方（ダミー変数） 605 0.142 0.349 0 1
グループA（ダミー変数） 605 0.332 0.471 0 1
グループB（ダミー変数） 605 0.334 0.472 0 1
グループC（ダミー変数） 605 0.334 0.472 0 1

地域

変数名

メールへの対応状況

人口

地方公共団体の属性

地方公共団体類型

グループ
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③ 調査イの回帰分析の推定結果とその解釈（対象：メール送付先） 

 調査イにおけるアンケートへの回答状況（被説明変数：メールへの返信）やツールのダウン

ロード状況（被説明変数：ツールをダウンロード）、メールによるツールのダウンロード状況

（被説明変数：メールを受けてツールをダウンロード）、アンケートにおいて「ダウンロード

しておらず、検討もしていない」と回答した団体の割合（被説明変数：ダウンロードをして

おらず、検討もしていない）を被説明変数、地方公共団体の人口規模や地方公共団体の区分、

通知方法などを説明変数として行った回帰分析の結果は以下のとおりである（図表 4-9、図

表 4-10）4。 

 

人口 

 人口に関する説明変数の推定結果をみると、「メールへの返信」を被説明変数とした①の回帰

分析における「人口（実数）」はプラスで統計的に有意に推定されている。 

 「ツールをダウンロード」や「メールを受けてツールをダウンロード」を被説明変数とした

⑦～⑩、⑫～⑮の回帰分析では「３万人以下ダミー」の係数はマイナスで統計的に有意に推

定されている。 

 また、「ダウンロードしておらず、検討もしていない」を被説明変数とした⑰～⑳の回帰分咳

では、「３万人以下ダミー」の係数はプラスで統計的に有意に推定されている。 

 

財政状況 

 財政状況に関する説明変数の推定結果をみると、「メールを受けてツールをダウンロード」を

被説明変数とした⑪～⑮の回帰分析では「経常収支比率（実数）」の係数はプラスで統計的に

有意に推定されている。 

 

環境保全部門の職員数 

 環境保全部門の職員数に関する説明変数の推定結果をみると、どの回帰分析においても「職

員数（実数）」の係数は統計的に有意ではない。 

 

                                                
4 被説明変数を「メールを受けてツールをダウンロード」とする回帰分析の対象として、「環境省

からの案内メールとは関係なく、ダウンロードした」と回答した地方公共団体を含めると、メー

ルに関係なくダウンロードする傾向にある地方公共団体の特徴と、メールを受けてダウンロード

する傾向にある地方公共団体の特徴による影響が混在する可能性が考えられる。しかし、「環境省

からの案内メールとは関係なく、ダウンロードした」と回答した地方公共団体は９団体のみ（A
グループ：２団体、B グループ：４団体、C グループ：３団体）であり、あまり与えないと想定

されるため、「環境省からの案内メールとは関係なく、ダウンロードした」と回答した地方公共団

体を含めた推定結果を掲載している（②の分析も同様である）。 
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地方公共団体の属性（新規事業・域内経済循環等への取組状況等） 

 地方公共団体の新規事業の実施状況や域内経済循環に関する事業の取組状況等に関する説

明変数の推定結果をみると、どの回帰分析においても「新規事業ダミー」・「経済循環事業ダ

ミー」・「地域循環共生圏ダミー」・「自動作成ツール認知ダミー」の係数は全て統計的に有意

ではない。 

 一方で、「ツールをダウンロード」や「メールを受けてツールをダウンロード」を被説明変数

とした⑥～⑮の回帰分析において「域内経済循環重視ダミー」は全てプラスで統計的に有意

に推定され、「ダウンロード・検討をしていない状況」を被説明変数とした⑯～⑱の回帰分析

において「域内経済循環重視ダミー」はマイナスで統計的に有意に推定されている。 

 また、RESAS の認知度に関する説明変数の推定結果をみると、「ダウンロードしておらず、

検討もしていない」を被説明変数とした⑯～⑳の回帰分析では「リーサスダミー」の係数は

マイナスで統計的に有意に推定されている。 

 

地方公共団体の区分 

 地方公共団体の区分に関する説明変数の推定結果をみると、「メールへの返信」を被説明変数

とした②～⑤の回帰分析において「中核市・特例市ダミー」の係数はプラスで有意に推定さ

れている。 

 

地域性 

 地域に関する説明変数の推定結果をみると、「メールを受けてツールをダウンロード」を被説

明変数とした⑭・⑮の回帰分析において「近畿地方ダミー」の係数はマイナスで統計的に有

意に推定されている。 

 また、被説明変数を「ダウンロードをしておらず、検討もしていない」とした⑲・⑳の回帰

分析において、「東海北陸地方ダミー」と「近畿地方ダミー」の係数はプラスで統計的に有意

に推定されている。 

 

通知方法 

 通知方法に関する説明変数の推定結果をみると、被説明変数を「ダウンロードしておらず、

検討もしていない」とした⑱・⑳の分析において、「グループ C ダミー×10 万人以上ダミー」

の係数がマイナスで統計的に有意に推定されている。 
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図表 4-9 調査イの回帰分析の結果（対象：メール送付先） 

  
（注）カッコ内は標準誤差。*** p<0.01、** p<0.05、* p<0.1  

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

人口（実数） 5.71e-07* 8.45e-08
(3.25e-07) (2.39e-07)

3万人以下ダミー -0.0892 -0.0893 -0.0756 -0.0746 -0.149*** -0.149*** -0.146*** -0.147***
(0.0680) (0.0680) (0.0691) (0.0690) (0.0495) (0.0497) (0.0504) (0.0505)

10万人以上ダミー -0.00667 -0.0705 -0.00919 -0.0818 -0.00705 -0.0182 -0.00740 -0.0165
(0.0774) (0.104) (0.0776) (0.104) (0.0563) (0.0758) (0.0565) (0.0760)

経常収支比率（実数） -0.00519 -0.00499 -0.00517 -0.00301 -0.00305 0.00320 0.00322 0.00319 0.00443 0.00440
(0.00346) (0.00346) (0.00347) (0.00370) (0.00370) (0.00254) (0.00252) (0.00253) (0.00270) (0.00271)

職員数（実数） -0.00308 -0.000947 6.85e-05 -0.00174 -0.000542 0.00206 0.00136 0.00132 0.000372 0.000308
(0.00491) (0.00483) (0.00489) (0.00489) (0.00495) (0.00361) (0.00351) (0.00357) (0.00356) (0.00362)

リーサスダミー 0.00899 0.0107 0.00513 0.00655 -0.000507 0.0181 0.0238 0.0234 0.0284 0.0282
(0.0530) (0.0532) (0.0533) (0.0533) (0.0534) (0.0390) (0.0387) (0.0389) (0.0389) (0.0390)

新規事業ダミー -0.0258 -0.0252 -0.0204 -0.0288 -0.0239 0.00686 -0.000110 0.000527 0.00473 0.00522
(0.0440) (0.0441) (0.0443) (0.0447) (0.0448) (0.0323) (0.0321) (0.0323) (0.0326) (0.0327)

経済循環事業ダミー -0.0693 -0.0713 -0.0791 -0.0694 -0.0785 -0.0105 -0.0146 -0.0143 -0.0187 -0.0181
(0.0736) (0.0738) (0.0741) (0.0739) (0.0741) (0.0541) (0.0538) (0.0541) (0.0539) (0.0542)

経済循環重視ダミー 0.0352 0.0372 0.0366 0.0406 0.0404 0.0916*** 0.0973*** 0.0971*** 0.0967*** 0.0965***
(0.0454) (0.0456) (0.0456) (0.0459) (0.0458) (0.0334) (0.0332) (0.0333) (0.0334) (0.0335)

地域循環共生圏ダミー 0.0559 0.0586 0.0617 0.0589 0.0628 0.0683 0.0658 0.0655 0.0629 0.0625
(0.0649) (0.0651) (0.0652) (0.0652) (0.0652) (0.0477) (0.0474) (0.0475) (0.0475) (0.0477)

自動作成ツール認知ダミー 0.0252 0.0277 0.0210 0.0326 0.0250 0.0756 0.0711 0.0713 0.0751 0.0754
(0.0693) (0.0694) (0.0696) (0.0697) (0.0697) (0.0509) (0.0506) (0.0508) (0.0508) (0.0510)

政令指定都市ダミー -0.649 -0.123 -0.220 -0.0795 -0.190 -0.261 -0.161 -0.166 -0.152 -0.154
(0.408) (0.289) (0.296) (0.290) (0.296) (0.300) (0.211) (0.216) (0.212) (0.216)

中核市・特例市ダミー 0.107 0.239** 0.266** 0.244** 0.276** 0.0383 0.0557 0.0557 0.0716 0.0709
(0.132) (0.120) (0.121) (0.120) (0.122) (0.0967) (0.0872) (0.0884) (0.0877) (0.0888)

東京23区ダミー -0.0586 0.0904 0.0811 0.112 0.105 0.0402 0.0695 0.0659 0.0653 0.0620
(0.171) (0.156) (0.157) (0.157) (0.159) (0.125) (0.113) (0.115) (0.115) (0.116)

町村ダミー 0.0138 0.0566 0.0577 0.0631 0.0657 -0.0251 0.0828 0.0830 0.0815 0.0815
(0.0484) (0.0692) (0.0692) (0.0703) (0.0703) (0.0356) (0.0504) (0.0505) (0.0513) (0.0514)

北海道・東北地方ダミー -0.0396 -0.0424 -0.0206 -0.0205
(0.0621) (0.0621) (0.0453) (0.0454)

東海北陸地方ダミー 0.0470 0.0562 -0.0530 -0.0534
(0.0654) (0.0656) (0.0477) (0.0480)

近畿地方ダミー -0.0952 -0.100 -0.0875 -0.0876
(0.0780) (0.0779) (0.0569) (0.0570)

中国四国地方ダミー -0.0101 -0.00973 -0.0737 -0.0732
(0.0703) (0.0703) (0.0512) (0.0514)

九州地方ダミー -0.0976 -0.104 -0.00970 -0.00977
(0.0672) (0.0672) (0.0490) (0.0492)

グループBダミー 0.0249 0.0181 0.0182 0.0151 0.0161 0.0108 0.00491 0.00150 0.00584 0.00247
(0.0486) (0.0488) (0.0537) (0.0489) (0.0537) (0.0357) (0.0356) (0.0392) (0.0356) (0.0393)

グループCダミー 0.0272 0.0230 -0.00327 0.0177 -0.0134 0.0290 0.0225 0.0197 0.0236 0.0216
(0.0488) (0.0490) (0.0531) (0.0491) (0.0532) (0.0359) (0.0357) (0.0387) (0.0358) (0.0389)

グループBダミー×10万人以上ダミー -0.00303 -0.0104 0.0197 0.0195
(0.130) (0.130) (0.0947) (0.0951)

グループCダミー×10万人以上ダミー 0.196 0.229 0.0175 0.0114
(0.140) (0.140) (0.102) (0.102)

1.028*** 1.059*** 1.083*** 0.900*** 0.913*** -0.203 -0.172 -0.167 -0.251 -0.246
(0.325) (0.326) (0.327) (0.345) (0.346) (0.239) (0.238) (0.239) (0.251) (0.253)

サンプル数 605 605 605 605 605 605 605 605 605 605
決定係数 0.027 0.025 0.029 0.033 0.039 0.054 0.068 0.068 0.075 0.075

定数項

域内での経済循環の重視状況
（基準︓域内での経済循環を重視していない）

地域循環共生圏に向けた取組の有無
（基準︓地域循環共生圏に向けた取組を実施していない）

自動作成ツールの認知度
（基準︓ツールを認知していない）

地方公共団体の区分
（基準︓一般市）

地域
（基準︓関東甲信地方）

通知方法
（基準︓グループA）

人口
（基準︓30,001～99,999人）

経常収支比率

環境保全部門の職員数

リーサスの認知状況
（基準︓リーサスを知らない）

新規事業の有無
（基準︓直近３年に新規事業を実施していない）

経済循環に関する事業の実施の有無
（基準︓経済循環に関する事業を実施していない）

被説明変数︓メールへの返信
（１︓返信有　０︓返信無）

被説明変数︓ツールをダウンロード
（１︓ダウンロード済み　０︓未ダウンロード）

変数名
全団体対象 全団体対象
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図表 4-10 調査イの回帰分析の結果（対象：メール送付先） 

  
（注）カッコ内は標準誤差。*** p<0.01、** p<0.05、* p<0.1  

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱ ⑲ ⑳

人口（実数） 1.16e-07 -4.53e-07
(2.31e-07) (2.91e-07)

3万人以下ダミー -0.116** -0.116** -0.113** -0.112** 0.141** 0.141** 0.135** 0.135**
(0.0480) (0.0481) (0.0487) (0.0489) (0.0607) (0.0606) (0.0616) (0.0616)

10万人以上ダミー -0.0144 -0.0157 -0.0153 -0.0155 -0.0673 0.00135 -0.0650 0.00577
(0.0546) (0.0734) (0.0547) (0.0736) (0.0690) (0.0925) (0.0692) (0.0928)

経常収支比率（実数） 0.00419* 0.00423* 0.00422* 0.00576** 0.00578** -0.000851 -0.000987 -0.000790 -0.00193 -0.00187
(0.00246) (0.00245) (0.00245) (0.00261) (0.00262) (0.00310) (0.00309) (0.00309) (0.00330) (0.00330)

職員数（実数） 0.00458 0.00441 0.00465 0.00319 0.00340 0.00400 0.00398 0.00288 0.00520 0.00421
(0.00349) (0.00341) (0.00346) (0.00345) (0.00350) (0.00440) (0.00430) (0.00436) (0.00436) (0.00441)

リーサスダミー 0.00303 0.00722 0.00648 0.0122 0.0115 -0.0945** -0.0995** -0.0935** -0.105** -0.0991**
(0.0377) (0.0376) (0.0377) (0.0376) (0.0378) (0.0475) (0.0474) (0.0475) (0.0476) (0.0476)

新規事業ダミー 0.00739 0.00252 0.00281 0.00814 0.00828 -0.0229 -0.0188 -0.0239 -0.0225 -0.0272
(0.0312) (0.0312) (0.0313) (0.0315) (0.0317) (0.0394) (0.0394) (0.0395) (0.0398) (0.0399)

経済循環事業ダミー -0.0445 -0.0478 -0.0498 -0.0526 -0.0543 -0.0418 -0.0393 -0.0308 -0.0352 -0.0277
(0.0523) (0.0521) (0.0524) (0.0521) (0.0524) (0.0660) (0.0658) (0.0660) (0.0659) (0.0661)

経済循環重視ダミー 0.0786** 0.0828** 0.0830** 0.0817** 0.0819** -0.108*** -0.114*** -0.113*** -0.110*** -0.110***
(0.0323) (0.0322) (0.0323) (0.0324) (0.0324) (0.0407) (0.0407) (0.0406) (0.0409) (0.0409)

地域循環共生圏ダミー 0.0705 0.0693 0.0703 0.0661 0.0670 -0.0485 -0.0468 -0.0502 -0.0452 -0.0483
(0.0461) (0.0459) (0.0461) (0.0460) (0.0461) (0.0582) (0.0580) (0.0580) (0.0581) (0.0581)

自動作成ツール認知ダミー 0.0156 0.0129 0.0114 0.0175 0.0162 -0.0677 -0.0639 -0.0567 -0.0682 -0.0619
(0.0492) (0.0490) (0.0492) (0.0491) (0.0493) (0.0621) (0.0619) (0.0620) (0.0621) (0.0622)

政令指定都市ダミー -0.298 -0.172 -0.186 -0.157 -0.169 0.402 -0.00111 0.104 -0.0155 0.0832
(0.290) (0.204) (0.209) (0.205) (0.209) (0.366) (0.258) (0.263) (0.259) (0.264)

中核市・特例市ダミー -0.00953 0.0216 0.0269 0.0403 0.0450 -0.0815 -0.135 -0.164 -0.151 -0.178
(0.0935) (0.0846) (0.0857) (0.0849) (0.0860) (0.118) (0.107) (0.108) (0.107) (0.108)

東京23区ダミー -0.0289 0.0112 0.0130 0.00696 0.00938 0.0972 0.0142 0.0241 0.0334 0.0420
(0.121) (0.110) (0.111) (0.111) (0.112) (0.153) (0.139) (0.140) (0.140) (0.142)

町村ダミー -0.00817 0.0727 0.0728 0.0704 0.0707 0.0480 -0.0499 -0.0511 -0.0403 -0.0425
(0.0344) (0.0489) (0.0490) (0.0496) (0.0497) (0.0434) (0.0618) (0.0617) (0.0627) (0.0627)

北海道・東北地方ダミー -0.0243 -0.0247 0.0420 0.0444
(0.0438) (0.0439) (0.0554) (0.0554)

東海北陸地方ダミー -0.0634 -0.0618 0.108* 0.100*
(0.0462) (0.0464) (0.0584) (0.0585)

近畿地方ダミー -0.113** -0.113** 0.117* 0.122*
(0.0550) (0.0552) (0.0696) (0.0695)

中国四国地方ダミー -0.0794 -0.0798 0.0421 0.0414
(0.0496) (0.0497) (0.0627) (0.0627)

九州地方ダミー -0.0227 -0.0234 0.0311 0.0370
(0.0474) (0.0476) (0.0600) (0.0600)

グループBダミー 0.00324 -0.00211 0.00146 -0.00150 0.00193 -0.0391 -0.0346 -0.0350 -0.0350 -0.0332
(0.0345) (0.0345) (0.0380) (0.0345) (0.0380) (0.0435) (0.0436) (0.0478) (0.0436) (0.0479)

グループCダミー 0.0250 0.0198 0.0175 0.0208 0.0189 -0.0649 -0.0599 -0.0316 -0.0622 -0.0334
(0.0347) (0.0346) (0.0376) (0.0346) (0.0376) (0.0438) (0.0437) (0.0473) (0.0438) (0.0475)

グループBダミー×10万人以上ダミー -0.0211 -0.0204 0.00476 -0.00644
(0.0918) (0.0921) (0.116) (0.116)

グループCダミー×10万人以上ダミー 0.0213 0.0174 -0.212* -0.209*
(0.0987) (0.0991) (0.124) (0.125)

-0.298 -0.271 -0.271 -0.371 -0.374 0.919*** 0.892*** 0.866*** 0.927*** 0.913***
(0.231) (0.230) (0.232) (0.243) (0.245) (0.291) (0.291) (0.292) (0.308) (0.309)

サンプル数 605 605 605 605 605 605 605 605 605 605
決定係数 0.038 0.047 0.047 0.057 0.057 0.083 0.090 0.096 0.098 0.103

定数項

域内での経済循環の重視状況
（基準︓域内での経済循環を重視していない）

地域循環共生圏に向けた取組の有無
（基準︓地域循環共生圏に向けた取組を実施していない）

自動作成ツールの認知度
（基準︓ツールを認知していない）

地方公共団体の区分
（基準︓一般市）

地域
（基準︓関東甲信地方）

通知方法
（基準︓グループA）

変数名

人口
（基準︓30,001～99,999人）

経常収支比率

環境保全部門の職員数

リーサスの認知状況
（基準︓リーサスを知らない）

新規事業の有無
（基準︓直近３年に新規事業を実施していない）

経済循環に関する事業の実施の有無
（基準︓経済循環に関する事業を実施していない）

被説明変数︓メールを受けてツールをダウンロード
（１︓メールによりダウンロード　０︓その他）

被説明変数︓ダウンロードをしておらず、検討もしていない
（１︓ダウンロード・検討をしていない　０︓その他）

全団体対象 全団体対象



-67- 

④ 調査イの回帰分析の推定結果とその解釈（対象：アンケート回答団体） 

 分析に使用した変数の記述統計は図表 4-11に示すとおりである。 

 

図表 4-11 調査イに関する分析の記述統計量（対象：アンケート回答団体） 

 
 
⑤ 調査イの回帰分析の推定結果とその解釈（対象：アンケート回答団体） 

 調査イにおけるアンケートに回答した地方公共団体を対象として、ツールのダウンロード状況

（被説明変数：ツールをダウンロード）やメールによるツールのダウンロード状況（被説明変

数：メールを受けてツールをダウンロード）、アンケートにおいて「ダウンロードしておらず、

検討もしていない」と回答した団体の割合（被説明変数：ダウンロードをしておらず、検討も

していない）を被説明変数、地方公共団体の人口規模や地方公共団体類型、通知方法などを説

明変数として行った回帰分析の結果は図表 4-12に示すとおりである。 

 

人口 

 人口に関する説明変数の推定結果をみると、「ツールをダウンロード」や「メールを受けてツー

ルをダウンロード」を被説明変数とした㉒～㉕、㉗～㉚の回帰分析では「３万人以下ダミー」

の係数はマイナスで統計的に有意に推定されている。 

 また、「ダウンロードをしておらず、検討もしていない」を被説明変数とした㉜・㉝の回帰分析

では「３万人以下ダミー」の係数はプラスで統計的に有意に推定されている。 

観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値
メールへの返信（ダミー変数） 378 1 0 1 1
ツールをダウンロード（ダミー変数） 378 0.246 0.431 0 1
メールを受けてツールをダウンロード（ダミー変数） 378 0.222 0.416 0 1
ダウンロードをしておらず、検討もしていない（ダミー変数） 378 0.558 0.497 0 1
人口 378 80,244 145,230 337 1,537,272
人口30,000人未満（ダミー変数） 378 0.481 0.500 0 1
人口100,000人以上（ダミー変数） 378 0.183 0.387 0 1

経常収支比率 経常収支比率 378 89.6 6.5 61.9 109.4
環境保全部門の職員数 環境保全部門の職員数 378 2.79 5.86 0 53

リーサスの認知状況（ダミー変数） 378 0.222 0.416 0 1
新規事業の実施（ダミー変数） 378 0.405 0.491 0 1
地域経済循環事業の実施（ダミー変数） 378 0.103 0.305 0 1
域内での経済循環の重視（ダミー変数） 378 0.370 0.484 0 1
地域循環共生圏に向けた取組の実施（ダミー変数） 378 0.143 0.350 0 1
自動作成ツールの認知状況（ダミー変数） 378 0.132 0.339 0 1
政令指定都市（ダミー変数） 378 0.005 0.073 0 1
中核市特例市（ダミー変数） 378 0.063 0.244 0 1
一般市（ダミー変数） 378 0.415 0.493 0 1
東京23区（ダミー変数） 378 0.032 0.176 0 1
町村（ダミー変数） 378 0.484 0.500 0 1
北海道東北地方（ダミー変数） 378 0.193 0.395 0 1
関東甲信地方（ダミー変数） 378 0.167 0.373 0 1
東海北陸地方（ダミー変数） 378 0.302 0.460 0 1
近畿地方（ダミー変数） 378 0.090 0.286 0 1
中国四国地方（ダミー変数） 378 0.127 0.333 0 1
九州地方（ダミー変数） 378 0.122 0.327 0 1
グループA（ダミー変数） 378 0.325 0.469 0 1
グループB（ダミー変数） 378 0.339 0.474 0 1
グループC（ダミー変数） 378 0.336 0.473 0 1

グループ

変数名

メールへの対応状況

人口

地方公共団体の属性

地方公共団体の区分

地域
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財政状況 

 財政状況に関する説明変数の推定結果をみると、「ツールをダウンロード」や「メールを受けて

ツールをダウンロード」を被説明変数とした㉑～㉚の回帰分析では「経常収支比率（実数）」の

係数はプラスで統計的に有意に推定されている。 

 

環境保全部門の職員数 

 環境保全部門の職員数に関する説明変数の推定結果をみると、どの回帰分析においても「職員

数（実数）」の係数は統計的に有意ではない。 

 

地方公共団体の属性（新規事業・域内経済循環等への取組状況） 

 地方公共団体の新規事業の実施状況や域内経済循環に関する事業の取組状況等に関する説明変

数の推定結果をみると、どの回帰分析においても「新規事業ダミー」・「経済循環事業ダミー」・

「地域循環共生圏ダミー」・「自動作成ツール認知ダミー」の係数は全て統計的に有意ではない。 

 一方で、「ツールをダウンロード」や「メールを受けてツールをダウンロード」を被説明変数と

した㉑～㉚の回帰分析において「域内経済循環重視ダミー」は全てプラスで統計的に有意に推

定され、「ダウンロードをしておらず、検討もしていない」を被説明変数とした㉛～㉟の回帰分

析において「域内経済循環重視ダミー」はマイナスで統計的に有意に推定された。 

 また、RESAS の認知度に関する説明変数の推定結果をみると、「ダウンロードしておらず、検

討もしていない」を被説明変数とした㉛～㉟の回帰分析では「リーサスダミー」の係数はマイ

ナスで統計的に有意に推定されている。 

 

地方公共団体の区分 

 地方公共団体の区分に関する説明変数の推定結果をみると、どの回帰分析においても地方公共

団体の区分に関する説明変数の係数は統計的に有意ではない。 

 

地域性 

 地域に関する説明変数の推定結果をみると、「ツールをダウンロード」や「メールを受けてツー

ルをダウンロード」を被説明変数とした㉔・㉕・㉙・㉚の回帰分析において「中国四国地方ダ

ミー」の係数はマイナスで統計的に有意に推定されている。 

 また、被説明変数を「ダウンロードをしておらず、検討もしていない」とした㉞・㉟の回帰分

析において、「東海北陸地方ダミー」の係数はプラスで統計的に有意に推定されている。 

 

通知方法 

 通知方法に関する説明変数の推定結果をみると、どの回帰分析においても通知方法に関する説

明変数（「グループ B ダミー」・「グループ C ダミー」・「グループ B ダミー×10 万人以上ダミ
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ー」・「グループ C ダミー×10 万人以上ダミー」）の係数は統計的に有意ではない。 
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図表 4-12 調査イの回帰分析の結果（対象：アンケート回答団体） 

  
（注）カッコ内は標準誤差。*** p<0.01、** p<0.05、* p<0.1     

㉑ ㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚

人口（実数） -1.60e-07 -1.13e-08
(3.42e-07) (3.33e-07)

3万人以下ダミー -0.206*** -0.206*** -0.208*** -0.211*** -0.159** -0.159** -0.156** -0.157**
(0.0784) (0.0786) (0.0799) (0.0800) (0.0766) (0.0768) (0.0780) (0.0782)

10万人以上ダミー -0.00615 0.0366 -0.00107 0.0522 -0.0140 0.0377 -0.00663 0.0485
(0.0881) (0.119) (0.0885) (0.119) (0.0861) (0.116) (0.0864) (0.117)

経常収支比率（実数） 0.00725* 0.00712* 0.00723* 0.00795* 0.00794* 0.00866** 0.00861** 0.00875** 0.0102** 0.0102**
(0.00382) (0.00379) (0.00380) (0.00405) (0.00406) (0.00372) (0.00370) (0.00371) (0.00396) (0.00397)

職員数（実数） 0.00466 0.00331 0.00304 0.00151 0.00122 0.00848* 0.00789 0.00805 0.00548 0.00561
(0.00505) (0.00509) (0.00517) (0.00522) (0.00530) (0.00492) (0.00497) (0.00506) (0.00509) (0.00518)

リーサスダミー 0.0108 0.0148 0.0181 0.0252 0.0298 -0.00501 -0.00264 0.00143 0.00716 0.0119
(0.0598) (0.0593) (0.0598) (0.0596) (0.0600) (0.0583) (0.0580) (0.0585) (0.0582) (0.0587)

新規事業ダミー 0.0241 0.0103 0.00876 0.0236 0.0220 0.0217 0.0118 0.00938 0.0274 0.0248
(0.0484) (0.0482) (0.0484) (0.0490) (0.0493) (0.0471) (0.0471) (0.0474) (0.0479) (0.0482)

経済循環事業ダミー 0.0354 0.0270 0.0326 0.00462 0.0113 -0.0258 -0.0308 -0.0293 -0.0543 -0.0517
(0.0807) (0.0800) (0.0806) (0.0803) (0.0808) (0.0787) (0.0782) (0.0788) (0.0784) (0.0790)

経済循環重視ダミー 0.130*** 0.134*** 0.135*** 0.140*** 0.141*** 0.113** 0.116** 0.117** 0.119** 0.121**
(0.0493) (0.0490) (0.0491) (0.0495) (0.0497) (0.0481) (0.0479) (0.0480) (0.0483) (0.0485)

地域循環共生圏ダミー 0.0781 0.0639 0.0616 0.0593 0.0565 0.0865 0.0765 0.0778 0.0710 0.0714
(0.0695) (0.0691) (0.0696) (0.0694) (0.0698) (0.0677) (0.0676) (0.0681) (0.0677) (0.0682)

自動作成ツール認知ダミー 0.0907 0.0847 0.0876 0.0931 0.0967 -0.00689 -0.00978 -0.00964 -0.00144 -0.000558
(0.0763) (0.0757) (0.0760) (0.0758) (0.0761) (0.0743) (0.0740) (0.0744) (0.0740) (0.0744)

政令指定都市ダミー -0.00910 -0.150 -0.0920 -0.165 -0.0979 -0.129 -0.123 -0.0938 -0.0954 -0.0607
(0.474) (0.332) (0.341) (0.337) (0.344) (0.462) (0.325) (0.333) (0.329) (0.337)

中核市・特例市ダミー -0.0113 -0.0500 -0.0736 -0.0140 -0.0451 -0.0849 -0.0808 -0.0957 -0.0348 -0.0552
(0.139) (0.123) (0.127) (0.125) (0.128) (0.135) (0.120) (0.124) (0.122) (0.125)

東京23区ダミー 0.0961 0.0475 0.0480 0.0313 0.0298 -0.0138 -0.0103 -0.00115 -0.0231 -0.0168
(0.185) (0.160) (0.161) (0.161) (0.163) (0.180) (0.156) (0.158) (0.157) (0.159)

町村ダミー -0.0515 0.114 0.115 0.105 0.105 -0.0203 0.101 0.102 0.0913 0.0919
(0.0550) (0.0799) (0.0800) (0.0811) (0.0812) (0.0536) (0.0781) (0.0783) (0.0792) (0.0793)

北海道・東北地方ダミー 0.00732 0.0122 -0.00306 -0.000287
(0.0679) (0.0682) (0.0663) (0.0666)

東海北陸地方ダミー -0.0941 -0.0982 -0.106 -0.108
(0.0694) (0.0697) (0.0678) (0.0681)

近畿地方ダミー -0.0871 -0.0792 -0.143 -0.136
(0.0921) (0.0928) (0.0899) (0.0907)

中国四国地方ダミー -0.130* -0.130* -0.133* -0.136*
(0.0766) (0.0769) (0.0748) (0.0751)

九州地方ダミー 0.0437 0.0490 0.0109 0.0138
(0.0774) (0.0777) (0.0756) (0.0759)

グループBダミー -0.00386 -0.00730 -0.00642 -0.00542 -0.00445 -0.0145 -0.0180 -0.00662 -0.0163 -0.00642
(0.0543) (0.0540) (0.0601) (0.0539) (0.0600) (0.0529) (0.0527) (0.0588) (0.0526) (0.0587)

グループCダミー 0.0300 0.0294 0.0457 0.0334 0.0545 0.0254 0.0253 0.0409 0.0283 0.0463
(0.0547) (0.0543) (0.0594) (0.0544) (0.0597) (0.0533) (0.0531) (0.0581) (0.0531) (0.0584)

グループBダミー×10万人以上ダミー -0.00556 -0.00531 -0.0613 -0.0530
(0.140) (0.141) (0.137) (0.138)

グループCダミー×10万人以上ダミー -0.108 -0.137 -0.0944 -0.110
(0.148) (0.149) (0.144) (0.146)

-0.477 -0.441 -0.458 -0.484 -0.492 -0.622* -0.591* -0.614* -0.691* -0.705*
(0.356) (0.354) (0.357) (0.376) (0.377) (0.347) (0.346) (0.349) (0.367) (0.369)

サンプル数 378 378 378 378 378 378 378 378 378 378
決定係数 0.076 0.092 0.094 0.109 0.112 0.058 0.069 0.070 0.088 0.090

地域
（基準︓関東甲信地方）

通知方法
（基準︓グループA）

定数項

新規事業の有無
（基準︓直近３年に新規事業を実施していない）

経済循環に関する事業の実施の有無
（基準︓経済循環に関する事業を実施していない）

域内での経済循環の重視状況
（基準︓域内での経済循環を重視していない）

地域循環共生圏に向けた取組の有無
（基準︓地域循環共生圏に向けた取組を実施していない）

自動作成ツールの認知度
（基準︓ツールを認知していない）

地方公共団体の区分
（基準︓一般市）

変数名

人口
（基準︓30,001～99,999人）

経常収支比率

環境保全部門の職員数

リーサスの認知状況
（基準︓リーサスを知らない）

アンケート回答団体のみ対象
被説明変数︓ツールをダウンロード

（１︓ダウンロード済み　０︓未ダウンロード）
被説明変数︓メールを受けてツールをダウンロード
（１︓メールによりダウンロード　０︓その他）

アンケート回答団体のみ対象
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図表 4-13 調査イの回帰分析の結果（対象：アンケート回答団体） 

  
（注）カッコ内は標準誤差。*** p<0.01、** p<0.05、* p<0.1

㉛ ㉜ ㉝ ㉞ ㉟

人口（実数） -1.33e-07
(3.84e-07)

3万人以下ダミー 0.150* 0.149* 0.143 0.142
(0.0883) (0.0885) (0.0896) (0.0899)

10万人以上ダミー -0.115 -0.0926 -0.106 -0.0879
(0.0992) (0.134) (0.0993) (0.134)

経常収支比率（実数） -0.00500 -0.00492 -0.00486 -0.00474 -0.00477
(0.00429) (0.00426) (0.00428) (0.00454) (0.00456)

職員数（実数） 0.00205 0.00406 0.00348 0.00624 0.00592
(0.00567) (0.00573) (0.00582) (0.00585) (0.00595)

リーサスダミー -0.122* -0.119* -0.117* -0.136** -0.134**
(0.0672) (0.0668) (0.0673) (0.0668) (0.0674)

新規事業ダミー -0.0544 -0.0491 -0.0494 -0.0650 -0.0651
(0.0543) (0.0543) (0.0546) (0.0550) (0.0554)

経済循環事業ダミー -0.134 -0.132 -0.124 -0.106 -0.102
(0.0907) (0.0901) (0.0908) (0.0901) (0.0908)

経済循環重視ダミー -0.148*** -0.153*** -0.154*** -0.149*** -0.149***
(0.0554) (0.0552) (0.0553) (0.0555) (0.0558)

地域循環共生圏ダミー -0.0297 -0.0194 -0.0242 -0.0187 -0.0214
(0.0781) (0.0778) (0.0784) (0.0778) (0.0783)

自動作成ツール認知ダミー -0.0781 -0.0711 -0.0664 -0.0785 -0.0758
(0.0857) (0.0853) (0.0856) (0.0850) (0.0855)

政令指定都市ダミー -0.0452 -0.139 -0.0716 -0.132 -0.0913
(0.532) (0.374) (0.384) (0.378) (0.387)

中核市・特例市ダミー -0.00291 0.0408 0.0163 -0.00703 -0.0238
(0.156) (0.138) (0.143) (0.140) (0.144)

東京23区ダミー 0.103 0.137 0.129 0.181 0.176
(0.207) (0.180) (0.182) (0.181) (0.183)

町村ダミー 0.0915 -0.0359 -0.0360 -0.00247 -0.00299
(0.0618) (0.0899) (0.0901) (0.0909) (0.0912)

北海道・東北地方ダミー 0.0257 0.0286
(0.0762) (0.0765)

東海北陸地方ダミー 0.205*** 0.202**
(0.0779) (0.0782)

近畿地方ダミー 0.119 0.122
(0.103) (0.104)

中国四国地方ダミー 0.0944 0.0950
(0.0859) (0.0863)

九州地方ダミー -0.0305 -0.0273
(0.0868) (0.0872)

グループBダミー -0.0295 -0.0297 -0.0385 -0.0341 -0.0385
(0.0610) (0.0608) (0.0677) (0.0604) (0.0674)

グループCダミー -0.0694 -0.0682 -0.0560 -0.0796 -0.0704
(0.0615) (0.0612) (0.0669) (0.0610) (0.0671)

グループBダミー×10万人以上ダミー 0.0459 0.0233
(0.158) (0.159)

グループCダミー×10万人以上ダミー -0.0889 -0.0635
(0.166) (0.168)

1.129*** 1.110*** 1.104*** 1.028** 1.029**
(0.400) (0.399) (0.402) (0.421) (0.424)

サンプル数 378 378 378 378 378
決定係数 0.123 0.134 0.136 0.157 0.158

自動作成ツールの認知度
（基準︓ツールを認知していない）

地方公共団体の区分
（基準︓一般市）

地域
（基準︓関東甲信地方）

通知方法
（基準︓グループA）

定数項

変数名

人口
（基準︓30,001～99,999人）

経常収支比率

環境保全部門の職員数

リーサスの認知状況
（基準︓リーサスを知らない）

新規事業の有無
（基準︓直近３年に新規事業を実施していない）

経済循環に関する事業の実施の有無
（基準︓経済循環に関する事業を実施していない）

域内での経済循環の重視状況
（基準︓域内での経済循環を重視していない）

地域循環共生圏に向けた取組の有無
（基準︓地域循環共生圏に向けた取組を実施していない）

アンケート回答団体のみ対象
被説明変数︓ダウンロードをしておらず、検討もしていない
（１︓ダウンロード・検討をしていない　０︓その他）
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⑥ 調査イの回帰分析の推定結果とその解釈（対象：アンケートへの回答団体） 

人口 

 対象を「メール送付先」とした場合と「アンケートへの回答団体」とした場合の双方におい

て、被説明変数を「ツールをダウンロード」と「メールを受けてツールをダウンロード」と

した場合に「３万人以下ダミー」はマイナスで統計的に有意に推定された。 

 以上の結果から、規模が３万人以下と小さな地方公共団体はメールでの案内によるツールの

ダウンロード率が低い傾向にあることが分かる。 

 人口規模が小さな地方公共団体では、職員数も少ないためにメール等を受け取っても検討す

る余裕がない場合や環境部局としての業務内容が域内経済循環を高めるための取組と関係

がないためにダウンロード率が低い傾向にある可能性などが考えられる。 

 

財政状況 

 対象を「メール送付先」とした場合と「アンケートへの回答団体」とした場合の双方におい

て、被説明変数を「メールを受けてツールをダウンロード」とした場合に「経常収支比率（実

数）」の係数はプラスで有意に推定されている。 

 以上の結果から、経常収支比率が高い地方公共団体ではメールでの案内を受けてダウンロー

ドする傾向にある。 

 経常収支比率の高い地方公共団体では財政状況がより厳しい状況にあるため、域内経済循環

を高めることの必要性をより感じている可能性などが考えられる。 

 

新規事業・域内経済循環等への取組状況 

 対象を「メール送付先」とした場合と「アンケートへの回答団体」とした場合の双方におい

て、被説明変数を「ツールをダウンロード」と「メールを受けてツールをダウンロード」と

した場合に「域内経済循環重視ダミー」の係数はプラスで有意に推定され、被説明変数を「ダ

ウンロードをしておらず、検討もしていない」とした場合に「域内経済循環重視ダミー」の

係数はマイナスで有意に推定された。 

 また、対象を「メール送付先」とした場合と「アンケートへの回答団体」とした場合の双方

において、被説明変数を「ダウンロードしておらず、検討もしていない」とした場合に「リ

ーサスダミー」の係数はマイナスで統計的に有意に推定された。 

 以上の結果から、域内経済循環を重視している地方公共団体はメールを受けてダウンロード

する傾向にある一方で、域内経済循環を重視していない地方公共団体はメールを受けてもダ

ウンロードの検討等を行わない傾向にあることが分かる。また、RESAS を認知している団

体は RESAS を認知していない場合と比較して、メールを受けたことにより検討を行う傾向

にあることが分かる。 

 域内経済循環を重視している地方公共団体は地域経済循環分析を行う必要性を感じている
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ために、ツールのダウンロード等を行う傾向にある可能性などが考えられる。 

 

地方公共団体の区分 

 対象を「メール送付先」として被説明変数を「メールへの返信」とした場合に、「中核市・特

例市ダミー」の係数はプラスで統計的に有意に推定された。 

 以上の結果から、中核市ほどアンケート調査に回答する傾向にあったことが分かる。 

 

通知方法 

 対象を「メール送付先」として被説明変数を「ダウンロードしておらず、検討もしていない」

とした場合に、「グループ C ダミー×10 万人以上ダミー」の係数はマイナスで統計的に有意

に推定された。なお、その他の通知方法に関する説明変数の係数は全て統計的に有意ではな

かった。 

 以上の結果から、メールで送付する資料に設けた差異が地方公共団体のツールのダウンロー

ド状況に与える影響を確認することは出来なかったが、ツールを活用して申請できる支援事

業等の紹介を記載した資料を送付することで、規模の大きな地方公共団体におけるツールの

ダウンロードの検討を促進できる可能性が考えられる。なお、対象を「メール送付先」とし

た分析はアンケート調査に回答していない地方公共団体を全て「ダウンロードしておらず、

検討もしていない」とみなして分析を行っており、対象を「アンケート回答団体」とした場

合には「グループ C ダミー×10 万人以上ダミー」の係数は統計的に有意ではないことを踏

まえると、統計的に有意な結果を得られているものの、効果が過大に評価されている懸念も

ある。 

 今回の調査では、通知方法の違いがツールのダウンロードやツールの検討に影響を与えてい

ることを確からしい形で確認することはできなかった。 

 しかし、「グループ C ダミー×10 万人以上ダミー」の係数が一部の分析では統計的に有意に

推定されたよう、ツールを用いることで簡単に域内経済循環分析ができることやツールを活

用して申請できる支援事業等の紹介を記載した資料を送付することで地方公共団体の検討

を促進できる可能性はある。 

 例えば、「アンケート回答団体」を対象とした場合、「ダウンロードしておらず、検討もして

いない」と回答した割合は A グループでは 61.0％であるが、B グループでは 54.7％、C グ

ループでは 52.0％と 6.3 ポイント、9.0 ポイント低下しているなど統計的に有意な差異では

ないものの差異が生じている。 

 統計的に有意な差異を確認することができなかった背景要因としては、十分なサンプルサイ

ズを確保することができなかった可能性が考えられる。「ダウンロードしておらず、検討もし

ていない」と回答した割合は、A グループで 61.0％、C グループでは 52.0％であったが、両

グループ間の差異を有意水準 5％、検出力 80％で統計的に有意な差異として検出するために
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はサンプルサイズが 954 団体（A グループに 477 団体、C グループに 477 団体）必要とな

る（A グループの標準偏差 0.4898、C グループの標準偏差を 0.5016 として算出）。 

 

（2）ツールのダウンロード状況の分析 

① ツールをダウンロードしている団体（93団体） 

ア）ツールをダウンロードした目的 

 ツールをダウンロードした団体のダウンロードの目的を調査したところ、A グループ、B グ

ループ、C グループともに「具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードした」が最も

多く、次いで「地域の現状分析や課題把握を行うため」という結果となった。「施策立案に用

いるため」の回答をみると、B グループ、C グループは A グループと比べてそれぞれ 4.9 ポ

イント、4.5 ポイント多かった。また、「具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードし

た」の回答をみると、B グループは A グループと比べて 7.6 ポイント少ない結果となった

（図表 4-14）。 

 

図表 4-14 ツールをダウンロードした目的 

 
 

② ツールをダウンロードしていない団体（285団体） 

ア）ツールをダウンロードしようと思わない理由 

 ツールをダウンロードしていない団体のツールをダウンロードしようと思わない理由を調

査したところ、A グループでは「自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分から

ないから」（57.9％）、「地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余裕や新たな取組を行

う余裕がないから」（50.0％）、B グループでは「地域経済循環分析のデータを参照する時間

的な余裕や新たな取組を行う余裕がないから」（60.0％）、「自動作成ツールが業務にどのよう

に活用できるのか分からないから」（55.7％）、C グループでは「地域経済循環分析のデータ

39.3

10.7

0.0

0.0

60.7

0.0

37.5

15.6

3.1

0.0

53.1

3.1

33.3

15.2

3.0

0.0

63.6

0.0
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地域の現状分析や課題把握を行うため

施策立案に用いるため

補助金等の申請等に用いるため

3月2日、10日に開催される環境省主催の勉強会
に参加するため

具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードした

その他

Aグループ（n=28） Bグループ（n=32） Cグループ（n=33）

(%)
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を参照する時間的な余裕や新たな取組を行う余裕がないから」（60.0％）、「動作成ツールが業

務にどのように活用できるのか分からないから」（49.2％）の順に多かった（図表 4-15）。 

 

図表 4-15 ツールをダウンロードしようと思わない理由 

 
 

（3）ツールの活用状況の分析 

① ツールを活用している団体（67団体） 

ア）ツール活用の程度 

 ツールをダウンロードした団体のツール活用の程度を調査したところ、A グループでは「ダ

ウンロードしたものの、資料の出力はまだできていない」及び「出力した資料を見たことが

ある者がいる」（28.6％）、「出力した資料を課内で供覧した」（25.0％）、B グループでは「出

力した資料を課内で供覧した」（37.5％）、「ダウンロードしたものの、資料の出力はまだでき

ていない」（28.1％）、C グループでは「出力した資料を課内で供覧した」（36.4％）、「ダウン

ロードしたものの、資料の出力はまだできていない」（27.3％）の順に多かった。B グループ

は「出力した資料を課内で供覧した」の回答は A グループと比べて 12.5 ポイント高くなっ

ている（図表 4-16）。 
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地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余
裕や新たな取組を行う余裕がないから

業務上、定量的なデータを参照することが求められて
いないから

課室で担当している業務と関係がないから

用いられているデータが古く、業務に用いることができな
いと考えたから

システム上ダウンロードが容易でないから

RESAS（地域経済分析システム）で足りていると考
えたから

その他
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図表 4-16 ツール活用の程度 
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5.調査ウ 

5-1.調査ウの実施方法 

 ツールを認知しているもののダウンロードしていない地方公共団体がなぜツールをダウン

ロードしないのか、ツールをダウンロードしているものの活用していない地方公共団体がな

ぜツールを活用しないのか、ツールを活用している地方公共団体はどのようにツールを活用

しているのか、また活用するうえでの課題は何かについて把握するため、ヒアリングを実施

した。調査の実施方法は図表 5-1のとおりである。 

 なお、ヒアリングは事前調査の前においても実施することで、事前調査の設計の参考とした。 

 

図表 5-1 調査の実施方法 

調査対象 
ツールを認知しているもののダウンロードしていない地方公共団体︓3団体 
ツールをダウンロードしているものの活用していない地方公共団体︓2団体 
ツールを活用している地方公共団体︓3団体 

調査方法 

ツールを認知しているもののダウンロードしていない地方公共団体︓電話ヒア
リング 
ツールをダウンロードしているものの活用していない地方公共団体︓電話ヒア
リング 
ツールを活用している地方公共団体︓訪問ヒアリング、電話ヒアリング 

WEB アンケートの 
主な調査項目 

■ツールを認知しているもののダウンロードしていない地方公共団体 
・ 調査イにおける環境省からのメール添付資料の確認状況 
・ ツールをダウンロードしていない理由 
■ツールをダウンロードしているものの活用していない地方公共団体 
・ ツールの出力資料の確認状況 
・ ツールを活用していない理由 
■ツールを活用している地方公共団体 
・ 自動作成ツール活用の経緯・背景 
・ 自動作成ツールの活用の程度 
・ 自動作成ツールの活用の利点 
・ 自動作成ツールの活用の課題 

 

5-2.調査ウの結果 

（1）ツールを認知しているもののダウンロードしていない地方公共団体へのヒアリング 

 ツールを認知しているもののダウンロードしていない地方公共団体が、ツールをダウンロー

ドしていない理由として、通常業務で忙しく、ツールを参照する余裕がないことや、通常業

務ではツールを活用する場面がないといった理由が挙げられた。 
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・ そもそも添付資料の内容をきちんと見ていなかった。通常業務で忙しく、ツールの内容を調べ

ようという余裕がないのが現状である。 
・ ツールをダウンロードしていないのは、添付資料の内容でツールの活用方法がイメージできな

かったからではなく、単純に業務で使わないと判断したからである。新たな施策を立案する状

況にない。 
・ 添付資料をみてもピンとこなかった。環境省の補助事業に申請しているが、申請書類の作成は

事業者に丸投げしている状況で、現状分析等も事業者が行っている状況である。自分たちは資

料を見る程度である。 
 

（2）ツールをダウンロードしているものの活用していない地方公共団体へのヒアリング 

 ツールをダウンロードしているものの活用していない地方公共団体が、ツールを活用してい

ない理由として、通常業務で忙しく、ツールを参照する余裕がないことや、通常業務ではツ

ールを活用する場面がないこと、出力資料を見ても施策が立案できないといった理由が挙げ

られた。 

・ ツールから出力した資料を見て、エネルギー代金が流出していることはわかったが、どのよう

に市内で資金を循環させるかという施策を考えることができず、活用には至っていない。 

・ 出力資料の数字の算出根拠が不明なため、他者に説明しづらい。 

・ 産業部局、企画部局と一緒に議論すれば、もう少し深い議論ができるとは思うが、普段声をか

ける程度で連携はできていない。 

・ ツールをダウンロードして、出力資料を見たところ、企画部局のほうが活用できる資料である

と感じた。普段の業務はごみの処理、有害鳥獣、し尿処理等であり、通常業務であまり活用で

きないと感じた。 

・ 人員削減で新しい取組をする余裕もない状況である。 

 

（3）ツールを活用している地方公共団体へのヒアリング 

 ツールを活用している地方公共団体のツール活用の経緯・背景、活用の程度、活用の利点、

活用の課題として、それぞれ以下の点が挙げられた。なお、調査対象団体はいずれも環境省

の補助事業を実施している団体である。 
＜ツール活用の経緯・背景＞ 
・ 以前より市民をはじめ、自治体の環境問題に対する意識が高く、地域循環共生圏の取組に関す

る環境省への相談により、ツールを認知し、ダウンロードした。 

・ 環境省が実施している「地方公共団体実行計画に関する説明会」に参加してツールを認知した。

どんなツールなのか、試しにダウンロードして出力資料を見たところ、エネルギー代金の流出

が判明するとともに、自団体の地球温暖化対策に係る計画の数値目標の達成が厳しい状況にあ

ったことから、環境施策の検討を始めた。 

 
＜ツールの活用の程度＞ 
・ 出力資料に表示された数値を拾う程度であり、参照レベルの活用である。 

・ 出力資料の内容は理解できるものの、細部までは消化できていない。予算要求資料作成の際の

現状分析で活用している。 

・ 出力資料をもとに、周辺の地方公共団体や地域内の民間事業者等と課題の共有を図っている。 

 
＜ツールの活用の利点＞ 
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・ 出力資料は、エネルギー分野のみならず産業・農業・人口など様々な情報がまとめられている

ため環境・企画部局以外の様々な部局にとって有用である。 

・ 予算要求の際に、出力資料を用いて定量的な効果を示すことで、取組の必要性に対する一定の

理解が得られている。 

 
＜ツールの活用の課題＞ 
・ 庁内でツールをダウンロード可能なパソコンが限られていることがある。 

・ ツールという形式ではなく PDF等で Web上から入手することができれば、そのファイルを全庁

的にツールの分析結果を共有しやすい。 

・ 基礎となるデータが古い。また、結果の算出方法が不明であるため、その精度を信用するしか

ない。 

・ 他都市でのツールの活用事例（単に事例紹介ではなく、ビジネスモデルが具体化されている事

例）があるとよい。 

・ 国から様々なツールが提供されており、雑然とした印象を受けている。1 つにまとめた形で発

信できるとより庁内に広めることができる。 
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6.地域経済循環分析自動作成ツールの普及啓発活動の改善に向けた示唆 

（1）調査結果を踏まえたツールの普及啓発活動に向けた考察 

 4 種類の調査結果を踏まえ、ツールの普及啓発活動に向けて図表 6-1 の考察を実施した。 

 

図表 6-1 調査の結果を踏まえたツールの普及啓発活動に向けた考察 

調査の結果 ツールの普及啓発活動に向けた考察 
【事前調査】認知状況について 
・ 事前調査の結果、ツールの認知状況は、環境部

局 26.6％（202 団体）、企画部局 27.6％（70 団

体）、産業部局 14.9％（38 団体）であった 
・ツールの認知状況を部局別にみると、環境部局

では「環境省からの案内」特に「地方公共団体

実行計画に関する説明会」による認知が多く、

企画部局や産業部局では「RESAS（地域経済

分析システム）」や「環境省のホームページ」

を通じた認知が多かった。 
・環境部局では域内での経済循環を重視してい

る割合（「重視している」と「やや重視してい

る」の合計）は 37.3％（283 団体）である一方、

企画部局では 76.7％（195 団体）、産業部局で

は 77.6％（198 団体）と大きな差異があった 
・環境部局においても域内での経済循環を重視

している場合にはツールの認知率が 33.6％
（95 団体）、重視していない場合の認知率

22.5％（107 団体）と比較してツールを認知し

ている団体の割合が多い傾向にあった。 
・環境部局のうち、域内経済循環を重視している

割合は人口 10 万人未満の場合には 34.3％
（198 団体）である一方、人口 10 万人以上の

団体では 47.0%（85 団体）と規模の大きな団

体ほど域内経済循環を重視する傾向にあった。 
・域内経済循環を重視している団体のうち人口

10 万人未満の団体でのツールの認知率は

18.2％である一方、10 万人以上の団体におけ

るツールの認知率は 69.4％と大きな差があ

り、地方公共団体の規模が小さな場合には、域

内での経済循環を重視している場合において

もツールの認知度は低い傾向にあった。 

 
・ 環境部局では域内経済循環を重視している

割合が企画・産業部局と比較して低い水準

にあり、企画・産業部局とは異なり RESAS
や環境省のページを通じて自らツールを認

知している割合が低い。このため、環境部局

は企画・産業部局と比較して受動的にツー

ルを認知していると考えられる。 
・規模の小さな団体ほど域内経済循環を重視

している割合が低く、かつ域内経済循環を

重視していてもツールを認知している割合

が低い水準にある。規模の小さな地方公共

団体は域内経済循環を高めることに対する

ニーズが低い可能性や重要性を認識してい

たとしても取組を検討することが難しい可

能性などが考えられる。 
・環境部局、特に規模の小さな地方公共団体

の域内経済循環を重視している割合が低い

背景としては、業務内容がごみ処理・有害鳥

獣対策・し尿処理などが中心となっており

域内経済循環を高めるような取組をそもそ

も担当していない可能性などが考えられ

る。 

【事前調査】ダウンロードの状況について 
・ 環境部局がツールをダウンロードした理由と

しては「地域の現状分析や課題把握」の 54.5％
（42 団体）に次いで「具体的な目的はないが、

とりあえずダウンロードした」が 39.0％（30 団

体）となっていた一方で、企画・産業部局では

「地域の現状分析や課題把握」の 66.7％（18 団

体）・92.3％（12 団体）についで「施策立案」

が 33.3％（9 団体）、46.2％（6 団体）と続いて

 
・ 環境部局がツールをダウンロードしている

理由としては「具体的な目的はないが、とり

あえずダウンロードした」が 39.0％（30 団

体）で２番目に多くなっており、ダウンロー

ドは実施しているものの実際には活用して

いない団体も一定数いることが窺われる。 
・ 環境部局でツールを認知しているもののダ

ウンロードしていない理由としては「今の
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いた。 
・ 企画部局ではツールをダウンロードしていな

い理由は「RESAS で足りている」が 37.2％（16
団体）で最も多かった一方で、環境部局では「今

のところ活用する目的がない」が 57.6％（72 団

体）で最も多くなっていた。 
・ 環境部局でツールを認知し域内経済循環を重

視しているもののダウンロードしていない理

由も「今のところ活用する目的がない」が

43.1％（25 団体）と最も多かった。 
・ 環境部局でツールを認知しているもののダウ

ンロードしていない団体に対してツールを活

用するために必要な支援策等をアンケートで

調査したところ、具体的な活用例などの提示が

14 件、事例紹介や使用方法の説明会などの開

催が 8 件あった。 
・ また、全部局を対象としてツールを認知してい

るもののダウンロードしていない理由をみる

と「システム上でダウンロードが容易でない」

の 23.1％（45 団体）、「活用する時間がない」

の 21.0％（41 団体）、「自動作成ツールの使い

方が分からない」の 18.5％（36 団体）なども

挙げられた。 

ところ活用する目的がない」が 57.6％（72
団体）で最も多くなっていた。背景としては

①ツールの活用方法等を認識した上で活用

する目的がない場合と、②ツールの活用方

法等を認識していないために活用する目的

がない（分からない）場合などが考えられ

る。 
・ ツールを認知し域内の経済循環を重視する

環境部局がダウンロードしていない理由も

「今のところ活用する目的がない」が

43.1％（25 団体）で最も高くなっているた

めに、認知しているもののダウンロードし

ていない理由は①であり、ツールに対する

ニーズが高くない可能性も考えられる。 
・ また、ツールを認知しているもののダウン

ロードしていない環境部局が、ツールを活

用するために必要な支援として具体的な活

用例の提示や説明会の開催などを挙げてい

るため、ツールを認知しているもののダウ

ンロードしていない理由は②であり、ツー

ルの活用方法を環境部局に伝えることでツ

ールの活用を促進することができる可能性

も考えられる。 
・ また、システム上でのダウンロードが困難

な場合やツールの使用方法が分からない場

合など地方公共団体の課題状況に応じた対

応を行うことで活用を促進できる可能性も

考えられる。 
【事前調査】活用の状況について 
・ ツールを活用したことがある割合は環境部局

で 3.3％（25 団体）、企画部局で 6.3％（16 団

体）、産業部局で 3.1％（８団体）と低い水準と

なっていた。 
・ 環境部局・企画部局・産業部局の全てにおいて

「地域の現状分析や課題の把握」に活用してい

る場合が 76.0％（19 団体）・87.5％（14 団体）・

100.0％（8 団体）で最も高くなっており、「施

策立案」は環境部局で 20.0％（5 団体）、企画

部局で 18.8％（3 団体）産業部局で 37.5％（3
団体）となっている。なお、環境部局では「補

助金等の申請」が 36.0％（9 団体）と高くなっ

ている特徴がある。 
・ ツールをダウンロードしている環境部局のう

ち「ダウンロードしたものの利用できていな

い」29 団体を除く 25 団体を人口規模別にみる

と 5 万人未満の団体は 5 団体（8.0％）、5 万人

以上 10 万人未満の団体は 5 団体（20.0％）、10
万人以上の団体は 18 団体（72.0％）とツール

 
・ 環境部局でツールを活用している 25団体の

うち 9 団体（36.0％）が補助金等の申請のた

めにツールを活用しており、補助金が起点

となりツールを活用している可能性も考え

られる。 
・ また、環境部局ツールをダウンロードして

利用したことのある 25 団体をみると、規模

の大きな地方公共団体の占める割合が多く

人口 5 万人未満と規模の小さな地方公共団

体の占める割合は小さくなっている。規模

の小さな地方公共団体においてはツールを

活用することが難しい可能性が考えられ

る。 
・ 域内経済循環を重視していない団体では、

ツールをダウンロードしたとしても、利用

できていない傾向がみられる。 
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を活用している団体は規模の大きな地方公共

団体が多くなっている。 
・ 環境部局のうち、域内経済循環を重視していな

い・あまり重視していない団体では、ツールを

ダウンロードしたものの、利用できていないと

答えた割合が 35.0％（14 団体）である一方、

域内経済循環を重視している団体は 24.3％（9
団体）と、域内経済循環を重視していない団体

が、ツールを利用できていない割合が高かっ

た。 
【調査ア】 
・ 被説明変数を「ツールをダウンロード」、「説明

会を受けてツールをダウンロード」、「ダウンロ

ードしておらず、検討もしていない」とした場

合において「新たな説明資料ダミー」の係数は

統計的に有意ではなく、従来のツールの説明資

料に加えて、ツールを用いた施策立案の事例を

強調した説明資料（新たな説明資料）で説明を

実施することがダウンロード率を高める効果

を統計的に有意に確認することはできなかっ

た。 
・ 説明会参加目的は既存の資料を使用した A グ

ループと新たな資料を使用した B グループに

おいて「地方公共団体実行計画の策定・改訂を

行うため」が 64.0％（48 団体）、70.3％（26 団

体）で最も高く、「地域経済循環分析自動作成ツ

ールの活用方法を知るため」は 2.7％（2 団体）・

8.1％（3 団体）と低い水準にあった。 
・ なお、説明会参加後のダウンロード状況は A グ

ループで21.1％（15団体）、Bグループで25.0％
（9 団体）と事前調査と比較すると大きくダウ

ンロード率は上昇していた。 

 
・ 説明会での説明用資料に設けた差異が、地

方公共団体のツールのダウンロード状況や

ツールのダウンロードの検討状況に与えた

影響を確認することができなかった。背景

としては、説明会に参加している地方公共

団体の多くが「地方公共団体実行計画の策

定・改訂を行うため」に参加しているなど、

目的が異なっていることなどが考えられ

る。 
・ 新たな説明用資料による効果を確認するこ

とはできなかったが、ツールのダウンロー

ド率は事前調査における環境部局の 10.1％
と比較して A グループ及び B グループは高

くなっており、説明会においてツールの説

明を行ったことそのものがダウンロード率

を向上させた可能性はあると考えられる。 

【調査イ】 
・ 対象を「メール送付先」として被説明変数を「ダ

ウンロードしておらず、検討もしていない」と

した場合に、「グループ C ダミー×10 万人以上

ダミー」の係数はマイナスで統計的に有意に推

定された。しかし、その他の通知方法に関する

説明変数の係数は全て統計的に有意ではなか

った。 
・ アンケート回答団体を対象とした場合、「ダウ

ンロードしておらず、検討もしていない」と回

答した割合は A グループでは 61.0％（123 団

体）であるが、B グループでは 54.7％（128 団

体）、C グループでは 52.0％（127 団体）と 6.3
ポイント、9.0 ポイント低下しているなど統計

的に有意な差異ではないものの差異を確認す

ることはできた。 

 
・ メールで送付する資料に設けた差異が地方

公共団体のツールのダウンロード状況に与

えた影響を確認することは出来なかった

が、ツールを活用して申請できる支援事業

等の紹介を記載した資料を送付すること

で、規模の大きな地方公共団体におけるツ

ールのダウンロードの検討を促進できる可

能性が考えられる。しかし、対象を「メール

送付先」とした分析はアンケート調査に回

答していない地方公共団体を全て「ダウン

ロードしておらず、検討もしていない」とみ

なして分析を行っており、対象を「アンケー

ト回答団体」とした場合には、「グループ C
ダミー×10 万人以上ダミー」の係数は統計

的に有意ではないことを踏まえると、統計
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・ また、ツールに関する説明資料のメールを見て

ダウンロードした割合は、アンケートに回答し

ていない団体がツールをダウンロードしてい

ないと想定した場合においても A グループが

13.9％（28 団体）、B グループが 15.8％（32 団

体）、C グループが 16.3％（33 団体）、アンケ

ートに回答した団体のみを対象とした場合に

は A グループが 22.6％（28 団体）、B グループ

が 25.0％（32 団体）、C グループが 26.2％（33
団体）と事前調査の 10.1％と比較してもダウン

ロード率は高くなっていた。 
・ 対象をメール送付先とした回帰分析、アンケー

ト回答団体のみとした回帰分析の両方におい

て「ツールをダウンロード」と「メールを受け

てダウンロード」を被説明変数とした場合、「域

内経済循環重視ダミー」の係数がプラスで統計

的に有意に推定されていた。 
・ ツールをダウンロードした理由として「施策立

案に用いるため」を選択した団体は従来の説明

資料を送付した A グループは 10.7％（3 団体）

であったものの、B グループは 15.6％（５団

体）、C グループは 15.2％（5 団体）と新たな

資料を送付したグループの方が「施策立案に用

いるため」にダウンロードしている割合が高く

なっていた。 

的に有意な結果を得られているものの、効

果が過大に評価されている懸念もある。そ

のため、今回の調査では、通知方法の違いが

ツールのダウンロードの検討に影響を与え

ていることを確からしい形で確認すること

ができたとは言い難い。 
・ 「アンケート回答団体」を対象とした場合、

「ダウンロードしておらず、検討もしてい

ない」と回答した割合は A グループでは

61.0％であるが、B グループでは 54.7％、C
グループでは 52.0％と 6.3 ポイント、9.0 ポ

イント低下しているなど統計的に有意な差

異ではないものの差異が生じている。 
・ また、「調査イ」はツールをダウンロードし

ていなかった団体を対象としているものの

メールの送付後にはダウンロード率は低く

とも 13.9％まで上昇しており、添付資料の

内容に関係なく、メールによるツールの案

内がダウンロード率を向上させた可能性も

考えられる。資料に設けた差異がダウンロ

ードに与えた影響を十分に確からしい形で

確認することはできなかったものの、メー

ル送付自体がダウンロード率を高めた可能

性がある。 
・ 回帰分析の結果、「ツールをダウンロード」

と「メールを受けてツールをダウンロード」

とした場合において「域内経済循環重視ダ

ミー」の係数がプラスで統計的に有意に推

定されており、域内経済循環を重視してい

る団体はメールを受けるとダウンロードす

る傾向にあったことから、域内経済循環を

重視している地方公共団体では、ツールの

説明方法如何に関わらずニーズが高い可能

性が考えられる。 
・ また、「調査イ」では新たな説明資料の送付

がダウンロード率等に与えた影響を確から

しい形で確認することができなかったが、

新たな説明資料による効果がないことを示

しているのではない点に留意が必要と考え

られる。例えば、「ダウンロードしておらず、

検討もしていない」と回答した団体の割合

は、グループ A とグループ C の間で 9.0 ポ

イントの差異があるなど差異は確認され

た。統計的に有意に差異を確認することが

できなかった背景としては、サンプルサイ

ズの不足が考えられる。 
・ 加えて、「調査イ」は令和 2 年 2 月 3 日に環

境省からメールを発信し、ツールのダウン
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調査の結果 ツールの普及啓発活動に向けた考察 
ロードや活用状況を 2 月 12 日から 2 月 28
日の期間で WEB アンケートにより把握し

ている。再来年度の予算編成など様々な場

面で、グループ間で差異が生じる可能性が

ないとは言い切ることはできない。 
【調査ウ】 
・ ヒアリングではツールをダウンロード・活用し

ていない背景として、新規事業を立案できるよ

うな状況にないために業務で使用することが

できないと判断した場合や、通常はごみの処理

や有害鳥獣対策、し尿処理等の業務を行ってお

り通常業務の中で活用することができないな

どの意見があった。 
・ ツールを活用している団体へのヒアリングで

はツールの活用の程度として、出力資料に表示

された数字を拾う程度・参照程度の活用として

いる場合や、予算要求資料作成の際の現状分析

での活用、地域内の民間事業者との課題の共有

での活用などがあった。 

 
・ 環境部局においてツールを活用できない理

由としてはヒアリング内容のとおり、地方

公共団体によっては環境部局の業務内容に

域内の経済循環を高める取組が含まれてい

ない可能性が考えられる。 
また、活用している団体においても数字を

拾う程度の場合から地域の民間事業者との

課題共有のためなど活用の程度は様々であ

った。 
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（2）調査結果を踏まえた地域経済循環分析自動作成ツールの現状 

 本調査の実施前に想定した「地域経済循環分析自動作成ツールの現状（想定）」について、調

査結果をもとに図表 6-2に示すとおりとりまとめた。 

 

図表 6-2 地域経済循環分析自動作成ツールの現状 

 
 

（3）調査結果を踏まえた地域経済循環分析自動作成ツールの普及啓発活動等に向けた示唆 

 今回の調査では、説明資料の違いやメールへの添付資料の違いがダウンロードに与える影響

を確認することはできなかった。しかし、ツールを活用して申請できる支援事業等の紹介を

記載した資料を送付することで、規模の大きな地方公共団体におけるツールのダウンロード

の検討を促進できる可能性が考えられる。 

 また、もともと域内経済循環を重視している地方公共団体では、資料の内容如何に関わらず、

資料の送付を受けたことそのものがダウンロード率等を高める可能性がある。 

 これまで環境省において全地方公共団体を一律に対象として行ってきた普及啓発活動を、各

地方公共団体のニーズを予想しターゲットを絞る形に変えることで、小さな労力で大きな改

善が出来るかもしれない。域内経済循環の重視度合いと地方公共団体の人口規模には相関が

みられた。地方公共団体の環境部局、特に規模の小さな地方公共団体の環境部局では域内経

済循環を高める取組を担当していない、または必要性が必ずしも高くない可能性が考えられ

る。そのため、ツールの普及啓発を図る上では、規模の大きな地方公共団体における環境部

局や企画・産業部局を対象とすることなど、ツールの必要性が高いと考えられる地方公共団

体を主たる対象とすることが重要な可能性がある。環境部局でツールをダウンロードしてい

• 事前調査の結果、地方公共団体の環境部局におけるツールの認知度は10％程度と低い水準にあったことが確認された。ま
た、「調査ア」及び「調査イ」の結果、説明会でのツールの説明やメールでのツールの案内を行うことでダウンロード率を高める可
能性があることも観察された。

• 上記の必要性の問題も考えられる一方で、地方公共団体におけるツールの認知度は低い水準にあったために、ツールが十分
に活用されていなかった可能性も考えられる。

• 企画・産業部局と比較して環境部局では相対的に域内経済循環を重視する割合が低い傾向にあり、経済循環に取り組む
必要性が相対的に低い可能性が考えられる。

• また、規模の大きな地方公共団体の環境部局ほど域内経済循環を重視する傾向にあるなど、地方公共団体の規模と必要
性は関連している可能性が観察された。

• 「ツールの活用方法を伝えることでダウンロード率が高まる」という仮説を「調査ア」及び「調査イ」で検証したが、新たな説用資
料がダウンロード率を高める効果を確認することはできなかった。

• 「分からない」ことがツールが広く活用されていない要因である可能性でないと言い切ることはできないが、本調査の結果の範囲
では「分からない」以外の要素が広く活用されていない要因であった可能性が高いとも考えられる。

組織として
ツールを活用でき
る体制でない

• 事前調査の結果、規模の小さな地方公共団体の場合には域内経済循環を重視していても、ツールの認知状況が低い傾向
にあるなど、必要性を感じていても検討することができる状態にない可能性が考えられる。

• 規模の小さな地方公共団体ではそもそも域内経済循環を重視している割合が低い傾向にあり、またツールを活用している団
体の中には人口５万人未満の地方公共団体は少ないなど、地方公共団体の規模によってはツールを活用することが難しい
可能性も考えられる。

ツールを
「知らない」

ツールが
「分からない」

ツールは
「必要ない」

調査対象の分類 地方公共団体におけるツールの現状（調査結果）

ツール自体が
活用できない

• ヒアリングにおいてツールで提供されているデータ時点が古い点が指摘されるなど、新規施策立案等にツールを活用することが
難しい場合もあると考えられる。
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る 77 団体のうち 23団体（29.9％）は「ダウンロードしたものの利用できていない」と回答

しているように、必要性が低い場合にはツールをダウンロードしても十分に活用されない可

能性も考えられる。 

 ツールの必要性が高くないと考えている地方公共団体にツールの活用を促すには、まずは域

内経済循環を高めることの重要性を地方公共団体に伝えるなどのニーズ喚起に取り組むこ

とが重要と考えられる。また、規模の小さな地方公共団体など域内経済循環に取り組むこと

が困難な可能性がある地方公共団体を対象とする場合には、地方公共団体間での連携事例を

伝えるなど、域内経済循環の実践に向けた支援を行うことが効果的である可能性も考えられ

る。 

 なお、今回の調査で環境部局において域内経済循環を重視している地方公共団体は明らかと

なっている。これを土台として、環境と経済の統合的発展を目指す政策を地方公共団体に広

報していくことも可能である。 

 

（4）国の政策に係る普及啓発活動についての EBPMに向けた示唆 

 本調査では、ツールの認知・ダウンロード・活用状況について初めて全国的な調査を実施し

た。調査では認知・ダウンロード・活用状況のみを把握するのではなく、ツールの活用状況

に影響を与えると考えられる RESAS の認知状況や直近３か年における新規事業の実施状況、

域内経済循環の重視状況なども併せて把握している。また、集計したアンケート調査結果を

分析する際にはアンケート調査で把握した内容だけでなく、人口や財政状況、地方公共団体

の区分、地域性などツールの活用状況に影響を与えると考えられる要素も踏まえて分析を行

っている。 

 上記のようにツールの認知・ダウンロード・活用状況などの把握したい項目だけでなく、ツ

ールの活用状況等に影響を与えると考えられる様々なデータを収集・分析することで、人口

規模や域内経済循環の重視状況等、広報対象の選定や広報方法の検討に資する示唆を得るこ

とができた。 

 なお、示唆を得るためのデータを収集するに際して、本調査では地方公共団体がツールを利

活用していない理由を「ツールは必要ない」・「ツールを知らない」・「ツールが分からない」

の３つの段階に分けて想定を行ったように、現場での知見やヒアリングなどの定性情報、政

府統計等の入手可能なデータ等を踏まえて問題の要因分析を行うことが重要と考えられる。

問題の要因分析を丁寧に実施しなければ、必要となるデータを収集することもできない可能

性がある。 

 本調査では、送付する資料の内容や説明の仕方などがダウンロード率を高めることを想定し

ていた。しかし、それらの方法による効果を統計的に有意に確認することができないなど、

想定とは異なる結果があった。このように、事前に入手可能な情報のみで行った要因分析は、

その内容が誤っている可能性もあることに留意が必要である。このため、今後、政策の普及
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啓発活動に取り組む場合には、事前の想定を検証するためにデータを収集・分析することで、

さらなる改善を行うことができる場合もあると考える。 

 データの収集に当たっては、定量的に調査を行う場合、サンプルサイズは常に問題となるこ

とが想定される。そのため、アンケート調査を実施する際には回収率を高める工夫を行うと

ともに、特にツール等の開発時には、利用者のデータを自動的に収集できる設計とすること

で、調査を行うことなく政策の現状を把握でき、データに基づいて改善を行って行くことが

できるようになる可能性がある。 
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7.参考資料 

7-1.事前調査 

（1）アンケート調査票 

 

地域経済循環分析自動作成ツールの認知・活用実態に係るアンケート調査 

 

【Q1】 
調査項目 回答欄 

【Q1-1】 
貴団体及び貴課(室)について教え
てください。 

団体名（          ） 
課(室)名（          ） 

【Q1-2】 
該当する部局を選択してください。
（1 つ選択） 

1. 環境部局 
2. 企画部局 
3. 産業部局 
4. その他（          ） 

【Q1-3】 
回答内容についての問い合わせ先 

担当者名（          ） 
電話番号（          ） 
メールアドレス（          ） 

【Q1-4】 
貴課(室)の人数をご記入ください。 
 

（          ）人 

【Q1-5】 
貴課(室)では地域経済循環分析
自動作成ツール（以下、「自動作
成ツール」といいます。）を知ってい
ますか。 

1. 知っている ➡Q2 へ 
2. 知らない ➡Q6 へ 

 

【Q2】  
調査項目 回答欄 

【Q2-1】 
自動作成ツールをどのように知りまし
たか。 
（複数回答可） 

1. 環境省からの案内 
➡【Q2-2】環境省からの案内の媒体等について教えてください。 
（複数選択可） 
①メール・郵送による案内 
②地方公共団体実行計画に関する説明会 
参加した年度︓西暦（          ）年度 

③環境省のホームページ 
④その他（          ） 

2. 環境省以外の府省庁からの案内 
3. 雑誌・新聞等の記事 
4. （株）価値総合研究所のホームページ 
5. 地域経済循環分析に関する書籍 
6. RESAS（地域経済分析システム） 
7. 庁内の他課(室)からの紹介 
➡【Q2-3】どの部局からの紹介ですか。 

   ①環境部局 
   ②企画部局 
   ③産業部局 
    ④その他（          ） 
8. 他自治体からの紹介 
9. その他（          ） 
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【Q2-4】 
自動作成ツールを他部局に紹介し
ましたか。 

1. 紹介した 
➡【Q2-5】どの課(室)に紹介しましたか。（複数選択可） 

   ①環境部局 
   ②企画部局 
   ③産業部局 
   ④その他（          ） 
2. 紹介していない 

【Q2-6】 
自動作成ツールをダウンロードしてい
ますか。 

1. ダウンロードしている ➡Q3へ 
2. ダウンロードしていない ➡Q5 へ 

 

【Q3】  
調査項目 回答欄 

【Q3-1】 
どのような目的で自動作成ツールを
ダウンロードしましたか。 
（複数回答可） 

1. 地域の現状分析や課題把握 
2. 施策立案 
3. 補助金等の申請 
4. 具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードした 
5. その他（          ） 

【Q3-2】 
自動作成ツールをダウンロードする
際の課題はありましたか。 

1. ある 
➡課題の内容（          ） 

2. ない 
【Q3-3】 
自動作成ツールをどの程度利用して
いますか。 

1. 出力した資料を見たことがある者がいる ➡Q4 へ 
2. 出力した資料を課内で供覧した ➡Q4 へ 
3. 出力した資料を課の業務に用いた ➡Q4 へ 
4. その他（          ） ➡Q4 へ 
5. ダウンロードしたものの、利用できていない ➡Q5 へ 

 

【Q4】  
調査項目 回答欄 

【Q4-1】 
自動作成ツールを利用している方は
誰ですか。 
（複数回答可） 

1. 首長等 
2. 部局長級職員 
3. 課長級職員 
4. 係長級職員 
5. 主任級職員 
6. 主事級職員 
7. その他（          ） 

【Q4-2】 
自動作成ツールをどのような場面で
活用していますか。 
また、選択した各場面について、そ
れぞれ具体的な活用内容をご記入
ください。 
（複数回答可） 

1. 地域の現状分析や課題把握（          ） 
2. 施策立案（          ） 
3. 予算要求資料の作成（          ） 
4. 補助金等の申請（          ） 
5. 議会への説明（          ） 
6. 住民への説明（          ） 
7. その他（          ） 
8. 利用しただけで、業務への活用は行っていない 

【Q4-3】 
出力した資料のどの部分を活用しま
したか。 
（複数回答可） 

1. 地域の所得循環構造 
2. 地域の経済（売上、粗利益、産業構造、賃金・人件費、1 人当たりの

所得水準の分析） 
3. 地域のエネルギー消費 
4. 地域の概況（人口、就業者数など） 

【Q4-4】 
自動作成ツールを活用する際に有
識者または関係団体の支援を受け
ましたか。 

1. 受けた 
➡可能な場合は有識者又は団体名を記載 
（          ） 

2. 受けていない 
【Q4-5】 
自動作成ツールを活用する際に課
題はありましたか。 
（複数回答可） 

1. 出力した資料のレイアウトが見づらい 
2. 出力した資料の数値の見方が分からない 
3. 出力した資料の数値を見ても、具体的な課題が何なのか特定できない 
4. 出力した資料を見ても具体的な施策が立案できない 
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5. その他（          ） 
6. 課題はない 

【Q4-6】 
※Q4-5 で「1」～「5」を選択した
方のみ回答 
課題を克服するために、どのような支
援策等があるとよいですか。 

 

【Q4-7】 
自動作成ツールに追加してほしい機
能はありますか。 

 

※Q4回答後、Q6 へ 

 

【Q5】  
調査項目 回答欄 

【Q5-1】 
自動作成ツールを活用できていない
理由は何ですか。 
（複数回答可） 

1. 今のところ、活用する目的がない 
2. 自動作成ツールの使い方が分からない 
3. 自動作成ツールに必要な機能がない 
4. 活用する時間がない 
5. システム上ダウンロードが容易でない 
6. RESAS で足りている 
7. その他（          ） 

【Q5-2】 
貴団体において、どの部局が地域
自動作成ツールを活用できると思い
ますか。 
（複数回答可） 

1. 環境部局 
2. 企画部局 
3. 産業部局 
4. その他（          ） 
5. 活用できそうな部局はない 

【Q5-3】 
自動作成ツールを活用するために、
どのような支援策等があるとよいです
か。 

 

※Q5回答後、Q6 へ 

 

【Q6】 
調査項目 回答欄 

【Q6-1】 
貴課(室)では普段どのように国の取
組や制度等に関する情報収集をし
ていますか。 
（複数回答可） 

1. 府省庁からのメール・郵送による案内（都道府県を経由していない案
内） 

2. 府省庁が主催する各種説明会等への参加 
3. 府省庁のホームページ 
4. 都道府県からの案内・紹介（府省庁からの案内を転送したものを含

む。） 
5. 他の市区町村からの紹介 
6. 雑誌・新聞等の記事 
7. その他（          ） 

【Q6-2】 
貴課(室)ではどのように庁内の部局
間連携をしていますか。 
（複数回答可） 

1. 普段から情報共有をしている 
➡【Q6-3】情報共有の程度について教えてください。（1 つ選択） 
①情報共有の宛先が指定されている場合に情報共有をしている 

   ②情報共有の宛先が指定されていない場合でも情報共有をしている 
2. 連携して施策を検討している 
3. 連携して施策を実施している 
4. 連携していない 

【Q6-4】 
貴課(室)では RESAS（地域経済
分析システム）を知っていますか。 

1. 知っている 
2. 知らない 
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【Q6-5】 
貴課(室)では直近 3 か年において
新規事業を実施していますか。 

1. 実施している 
2. 実施していない 

【Q6-6】 
貴課(室)では域内での経済循環を
促す事業を企画又は実施していま
すか。 

1. 企画又は実施している 
2. 企画又は実施していない 

【Q6-7】 
貴課（室）では所掌分野の施策
を推進するにあたり、域内での経済
循環を重視していますか。 

1. 重視している 
2. やや重視している 
3. あまり重視していない 
4. 重視していない 

【Q6-8】 
貴課(室)では地域循環共生圏の
実現に向けた取組をしていますか。 
※地域循環共生圏とは、各地域が
地域資源を生かして自立・分散型
の社会を形成すると同時に、地域
間で補完し支え合うという考え方。 

1. 実施している  
➡【Q6-9】どのような取組を実施していますか。（複数選択可） 
①第五次環境基本計画の内容を踏まえた計画等の作成 
②第五次環境基本計画を受けた新規事業の実施 
③地域循環共生圏の具現化に係る環境省事業の実施・検討（事業
名︓        ） 
④その他（          ） 

2. 実施していない 
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7-2.調査ア 

（1）説明会説明資料 

① 説明資料（Aグループ） 
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② 説明資料（Bグループ） 
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-109- 

（2）アンケート調査票 

 

「地域経済循環分析自動作成ツール」の活用実態に関するアンケート 

 

※「令和元年度地方公共団体実行計画に関する説明会」は、本アンケートでは「本年度説明会」といいます。 

※全員回答 
調査項目 回答欄 

【Q1】 
貴課（室）では地域経済循環分
析自動作成ツール（以下、「自動
作成ツール」といいます。）を知って
いますか。 
（単一回答） 

1. 本年度説明会の前から知っていた ➡Q2 へ 
2. 本年度説明会で初めて知った ➡Q2へ 
3. 知らない ➡Q6 へ 

 
調査項目 回答欄 

【Q2】 
自動作成ツールをダウンロードしてい
ますか。 
（単一回答） 

3. 本年度説明会とは関係なく、ダウンロードした  ➡ Q3-1 へ 
4. 本年度説明会を受けてダウンロードした ➡ Q3-1 へ 
5. 本年度説明会とは関係なく、ダウンロードを検討している  ➡Q4 へ 
6. 本年度説明会を受けてダウンロードを検討し始めた ➡Q4 へ 
7. ダウンロードしておらず、検討もしていない ➡Q5 へ 

 

※Q2で「1」または「2」を選択した場合に回答 
調査項目 回答欄 

【Q3-1】 
どのような目的で自動作成ツールを
ダウンロードしましたか。 
（複数回答可） 

6. 地域の現状分析や課題把握に用いるため 
7. 施策立案に用いるため 
8. 補助金等の申請等に用いるため 
9. 3 月 2 日、10 日に開催される環境省主催の勉強会（地域経済循環

分析普及促進事業）に参加するため 
10. 具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードした 
11. その他（          ） 

【Q3-2】 
自動作成ツールをどの程度利用しま
したか。 
（単一回答） 

6. 出力した資料を見た程度 
7. 出力した資料を課内で供覧した 
8. 出力した資料をもとに地域の現状分析や課題把握を行った 
9. 出力した資料をもとに施策立案を行った 
10. その他（          ） 
11. ダウンロードしたものの、利用できていない ➡Q3-3 へ 

【Q3-3】 
※Q3-2 で「6」を選択した場合に
回答 
自動作成ツールを活用できない理
由は何ですか。 
（複数回答可） 

1. 自動作成ツールの使い方が分からないから 
2. 自動作成ツールに必要な機能がないから 
3. 自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分からないから 
4. 地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余裕や新たな取組を

行う余裕がないから 
5. 業務上、定量的なデータを参照することが求められていないから 
6. 課室で担当している業務と関係がないから 
7. 用いられているデータが古く、業務に用いることができないと考えたから 
8. RESAS（地域経済分析システム）で足りていると考えたから 
9. その他（          ） 

※回答後、Q6 へお進みください。 
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※Q2で「3」または「4」を選択した場合に回答 
調査項目 回答欄 

【Q4】 
どのような理由で自動作成ツールを
ダウンロードしようと考えていますか。 
（複数回答可） 

1. 地域の現状分析や課題把握に使えると考えたため 
2. 施策立案に使えると考えたため 
3. 補助金等の申請等に使えると考えたため 
4. 3 月 2 日、10 日に開催される環境省主催の勉強会（地域経済循環

分析普及促進事業）に参加するため 
5. 具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードしようと考えている 
6. その他（          ） 

※回答後、Q6 へお進みください。 

 

※Q2で「5」を選択した場合に回答 
調査項目 回答欄 

【Q5】 
自動作成ツールをダウンロードしよう
とは思わない理由を教えてください。 
（複数回答可） 

8. 自動作成ツールを用いて何ができるのか分からないから 
9. 業務上、域内の経済循環を考慮することについて重要性を感じないから 
10. 地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余裕や新たな取組を

行う余裕がないから 
11. 業務上、定量的なデータを参照することが求められていないから 
12. 課室で担当している業務と関係がないから 
13. 用いられているデータが古く、業務に用いることができないと考えたから 
14. システム上ダウンロードが容易でないから 
15. RESAS（地域経済分析システム）で足りていると考えたから 
16. その他（          ） 

※回答後、Q6 へお進みください。 

 

※全員回答 
調査項目 回答欄 

【Q6】 
貴課（室）はどのような目的で本
年度説明会に参加しましたか。 
（複数回答可） 

3. 地方公共団体実行計画の策定・改定を行うため 
4. 温暖化対策をめぐる国内外の動向等の情報収集のため 
5. 説明会で紹介される環境省の各種施策や補助金等の情報収集のため 
6. 説明会で紹介される自治体等の取組事例等の情報収集のため 
7. 説明会に集まる他自治体との情報交換のため 
8. 地方公共団体実行計画策定・管理システム（LAPSS）の活用方法を

知るため 
9. 地域経済循環分析自動作成ツールの活用方法を知るため 
10. 具体的な目的はないが、とりあえず参加した 
11. その他（          ） 

※回答後、Q7-1へお進みください。 

 

※全員回答 
調査項目 回答欄 

【Q7-1】 
貴団体及び貴課（室）について教
えてください。 

都道府県（          ） 
市区町村名（          ）※郡名の記載は不要 
課(室)名（          ） 

【Q7-2】 
該当する部局を選択してください。 

1. 環境部局 
2. 企画部局 
3. 産業部局 
4. その他（          ） 

【Q7-3】 
回答内容についての問合せ先をご
記入ください。 

氏名（          ） 
電話番号（          ） 
メールアドレス（          ） 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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7-3.調査イ 

（1）メール添付資料 

① 説明資料（Aグループ） 
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② 説明資料（Bグループ） 

 



-114- 

 

 



-115- 

 

 



-116- 

 

 



-117- 

 

 



-118- 
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③ 説明資料（Cグループ） 
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（2）アンケート調査票 

 

地域経済循環分析自動作成ツールの認知・活用実態に係るアンケート調査（第 2回） 

 

※全員回答 
調査項目 回答欄 

【Q1】 
2 月 3 日に環境省から送付された
地域経済循環分析自動作成ツー
ル（以下、「自動作成ツール」といい
ます。）の案内メールを見ましたか。 
（単一回答） 

8. メール本文と添付資料を見た 
9. メール本文のみを見た 
10. メールを見ていない 

 

※全員回答 
調査項目 回答欄 

【Q2】 
自動作成ツールをダウンロードしまし
たか。 
（単一回答） 

1. 環境省からの案内メールとは関係なく、ダウンロードした ➡Q3-1 へ 
2. 環境省からの案内メールを見てダウンロードした  ➡Q3-1 へ 
3. 環境省からの案内メールとは関係なく、ダウンロードを検討している  

➡Q4 へ 
4. 環境省からの案内メールを見てダウンロードを検討し始めた ➡Q4 へ  
5. ダウンロードしておらず、検討もしていない ➡Q5 へ 

 

※Q2で「1」または「2」を選択した場合に回答 
調査項目 回答欄 

【Q3-1】 
どのような目的で自動作成ツールを
ダウンロードしましたか。 
（複数回答可） 

12. 地域の現状分析や課題把握を行うため 
13. 施策立案に用いるため 
14. 補助金等の申請等に用いるため 
15. 3 月 2 日、10 日に開催される環境省主催の勉強会（地域経済循環

分析普及促進事業）に参加するため 
16. 具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードした 
17. その他（          ） 

【Q3-2】 
自動作成ツールをどの程度利用して
いますか。 
（単一回答） 

12. ダウンロードしたものの、資料の出力はまだできていない 
13. 出力した資料を見たことがある者がいる 
14. 出力した資料を課内で供覧した 
15. 出力した資料を課の業務に用いた 
16. 出力した資料をもとに施策立案を行った 
17. その他（          ） 

※回答後、Q6-1へお進みください。 

 

※Q2で「3」または「4」を選択した場合に回答 
調査項目 回答欄 

【Q4】 
どのような理由で自動作成ツールを
ダウンロードしようと考えていますか。 
（複数回答可） 

7. 地域の現状分析や課題把握に使えると考えたため 
8. 施策立案に使えると考えたため 
9. 補助金等の申請等に使えると考えたため 
10. 3 月 2 日、10 日に開催される環境省主催の勉強会（地域経済循環

分析普及促進事業）に参加するため 
11. 具体的な目的はないが、とりあえずダウンロードしようと考えている 
12. その他（          ） 

※回答後、Q6-1へお進みください。 
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※Q2で「5」を選択した場合に回答 
調査項目 回答欄 

【Q5】 
自動作成ツールをダウンロードしよう
と考えない理由を教えてください。 
（複数回答可） 

17. 自動作成ツールが業務にどのように活用できるのか分からないから 
18. 地域経済循環分析のデータを参照する時間的な余裕や新たな取組を

行う余裕がないから 
19. 業務上、定量的なデータを参照することが求められていないから 
20. 課室で担当している業務と関係がないから 
21. 用いられているデータが古く、業務に用いることができないと考えたから 
22. システム上ダウンロードが容易でないから 
23. RESAS（地域経済分析システム）で足りていると考えたから 
24. その他（          ） 

※回答後、Q6-1へお進みください。 

 

※全員回答 
調査項目 回答欄 

【Q6-1】 
貴団体及び貴課（室）について教
えてください。 

都道府県（          ） 
市区町村名（          ）※郡名の記載は不要 
課(室)名（          ） 

【Q6-2】 
回答内容についての問合せ先をご
記入ください。 

氏名（          ） 
電話番号（          ） 
メールアドレス（          ） 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 

 

 

 


